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はしがき

一歩前進、二歩後退？
施設ケアから地域ケアへの移行に関するヨーロッパ専門家グループ（European Expert Group on the transition from institutional to community-based care　以下EEG）は、EU加盟27カ国の施設ケアから地域密着サービスへの移行に関する報告書（以下「本レポート」または「本調査」）を公表する。本調査は、EU委員会のヴラディミル・シュピドラ（Vladimir Špidla）が、施設ケアの問題に取り組み、ケアの考え方をより人間的で、当事者中心の，個別化されたものにする解決策を見出すよう命じた、最初の重要な報告書[footnoteRef:1]の発表から10年を記念するものである。 [1:  Ad Hoc Expert Group (2009) Report on Transition from Institutional to Community-based Care. Available at https://deinstitutionalisationdotcom.files.wordpress.com/2017/11/report-fo-the-ad-hoc_2009.pdf] 

　新型コロナウイルス感染症の大流行とそれに伴うロックダウンの時期、この新しいレポートは重要な節目に発表された。コロナ禍で、施設収容の負の側面つまり、1つの建物に多くの人々を集め、社会との接点が奪われることがますます露骨に現れ、さらに悪化する傾向にある。この危機が、日常的なケアを必要とする人々やその支援システムに影響を及ぼしている。本レポートにも指摘しているとおり、これはコロナ以前の、インクルージョンと幸福、そして地域のさまざまな支援モデルの推進に対する構造的な出資不足に起因している。このまま何も変わらなければ、この危機の結果は、最も弱い立場にある人々に壊滅的な打撃を与え、彼らの幸福と発展に長期的な影響を及ぼす可能性が高い。
本レポートは欧州委員会の委託を受け、ヤン・シシュカとジュリー・ビードル＝ブラウンがEEGのメンバーとの協議のもとに執筆した。この10年間で、施設ケアから、家族、地域ケア・サポートへの移行がどの程度進んだかを詳しく検討している。本書は、EU27カ国の障害のある人、精神に困難を抱える人、ホームレスの人、子ども（障害のある子ども、同伴者のいない子どもや引き離された移民の子どもを含む）、高齢の人に関する脱施設化と地域生活の状況、解決策、傾向について広範な絵を示している[footnoteRef:2]。ヨーロッパでは、以下のような傾向が見られる。 [2:  Austria, Belgium, Bulgaria, Croatia, Cyprus, Czechia, Denmark, Estonia, Finland, France, Germany, Greece, Hungary, Ireland, Italy, Latvia, Lithuania, Luxembourg, Malta, Netherland, Poland, Portugal, Romania, Slovakia, Slovenia, Spain and Sweden.] 

・ 依然として、少なくとも143万8,696人が施設（institutions）で暮らしている。
・ 過去10年間、施設に入所している人の数に大きな変化はない。
・ 居住ケア(residential care)を受けて暮らしている子どもの数は、わずかに減少している。理由は家族のもとで暮らすようになったり、里親が見つかったり、養子縁組をしたり、成年に達して児童用の居住ケアから脱しているためである。
・ EU加盟27カ国すべてで、いまだに居住ケアを受けて暮す人がいる。小規模で地域に密着した（一般地域の普通の住宅に分散している等の）ケアが主流になっていると述べた国はわずかしかない。小規模な居住サービス（small-scale residential services）は、EU27カ国のほとんどで、まだ少数派である。
・ いくつかの国では、地域に宿泊所がないため、刑務所や病院に必要以上に長く滞在していた。また他の国では、親の養育を受けていない子どもの主な養育形態は施設ケアであった。
・ 多くの国、とくに数年前に脱施設化のプロセスを開始した国では、知的障害や複合的な支援ニーズのある人は、依然として施設内で生活している可能性が高い。

これらの調査結果に基づき、本レポートはさらに、分析から浮かび上がった次の重要な懸念事項と、できうる解決策を論じている。
・ すべての人（複合的な支援ニーズのある人を含めて）への本人中心で個別的な支援は、重要であり、それが地域社会への完全なインクルージョンと参加を保証する唯一の方法である。ケアの提供の仕方、支援の質、そして生活の質の状況が重要な指標となる。
・ 脱施設化は国連の障害者権利条約第19条（訳注　第19条「自立した生活及び地域社会への包摂」）の実現化でもあるのだが、暮らしの中での選択とコントロール、インクルージョン、参加に関する生活実体験に関する情報はほとんどない。政策によって人の生活がいかに左右するかを考えることは、重要な目標とされなければならない。明確な定義、用語の共有、独立した調査は、これを達成するための基本的な要素である。
・ ほとんど国で、手ごろな価格の、地域に密着した社会的な住宅の不足が、地域生活を拡大するうえで主なバリアになり、ホームレス化と闘いづらくしている。的を射た住宅政策、戦略、実践は脱施設化の取り組みを持続するためには欠かせない。
・ いわゆる"小規模な"居住ケアの多くは、大人数を収容し続け、一人一人に対する注目や地域社会へのインクルージョンをかなり困難にしている。その結果、地域にもとづいた代替手段を促進するどころではなく、隔離文化を永続させている。
・ 責任の所在が問題である。脱施設化をEU優先分野のひとつに挙げる国の多くでは、施設から地域ケアへの移行が「EUの資金提供プロジェクト」として認識されている危険があり、長期の持続可能性が不足し、EU資金の枠を超えた成果の拡大が不足している。さらに、国から地方レベルへの責任移譲が広く行われているが、必ずしもお金の移譲が伴っておらず、サービスの調整、一貫性、能力の面で問題が生じている。いろいろなレベルにまたがる横断的な調整によって広範な変化を起こすためには、国のリーダーシップが 不可欠である。脱施設化に関する国家戦略には、十分な資金、具体的な実施方法、モニタリングの仕組みが必要である。
EEGとそのメンバーは啓発活動を継続し、EU、その加盟国、その他の主要なアクターの脱施設化の取組み活動を支援する。コロナ禍の現状によって、ケアと支援を必要とする人の権利がこれ以上損なわれないようにすることを強く奨励する。
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概要

はじめに
2009年以来、ヨーロッパ各国では多くの関係者が社会的インクルージョンを推進し、貧困や差別との闘い、さまざまな対象グループの施設ケアから地域ケアへの移行を現実のものとするべく取り組んできた。
　数十年にわたる研究からは、施設に代わる地域に密着したサービスが、より良い結果をもたらすという、強力な証拠が得られている[footnoteRef:3],[footnoteRef:4],[footnoteRef:5]。いっぽう、高い費用をかけて今ある施設の物理的な条件を改善したり、より小さなユニットに分割／再設計したりしても、施設の文化を変えることにならず、これらの施設を閉鎖することを長期的により困難にする。 [3:  Mansell J., Knapp M., Beadle-Brown J. and Beecham, J. (2007). Deinstitutionalisation and community living – outcomes and costs: report of a European Study. Volume 2: Main Report. Canterbury: Tizard Centre, University of Kent]  [4:  Kozma, A., Mansell J., Beadle-Brown J . Outcomes in different residential settings for people with intellectual disability: a systematic review. Am J Intellect Dev Disability 2009;114:193–222.doi:10.1352/1944-7558-114.3.193]  [5:  McCarron M, Lombard-Vance R, Murphy E, et al (2019) Effect of deinstitutionalisation on quality of life for adults with intellectual disabilities: a systematic review BMJ Open 2019;9:e025735. doi: 10.1136/bmjopen-2018-025735  https://pubmed.ncbi.nlm.nih.gov/31028039/] 

これまでの研究によると、このような施設文化は、地域の小規模な居住サービスにはまだ残っていることが多く、脱施設化のプロセスを他の国よりも早く開始した国でも、変化に対して比較的に抵抗を示している[footnoteRef:6],[footnoteRef:7]。施設ケアから地域ケアへの移行に関するアドホック専門家グループ[footnoteRef:8]の報告書は、施設とは何かを定義することの難しさを指摘し、その代わりに施設文化に焦点を当てた。報告書では施設文化を以下のように定義している。 [6:  See for example, Ericsson, K. (2005) The Institution of the Mind ‐ The Final Challenge, Tizard Learning Disability Review, Vol. 10 No. 1, pp. 57-61.]  [7:  Christine Bigby, Marie Knox, Julie Beadle-Brown, Tim Clement, Jim Mansell (2012) Uncovering Dimensions of Culture in Underperforming Group Homes for People with Severe Intellectual Disability. Intellectual and Developmental Disabilities: December 2012, Vol. 50, No. 6, pp. 452-467.]  [8:  Ad Hoc Expert Group (2009) Report on Transition from Institutional to Community-based Care. Available at:https://ec.europa.eu/social/main.jsp?langId=en&catId=89&newsId=614&furtherNews=yes] 

・ 利用者は地域社会から孤立している、他の利用者と一緒に住むことを強制される。
・ 利用者は自分の生活や、自分に影響を与える決定を十分にコントロールできない。
・ 利用者の「個別のニーズ」よりも、施設自体の要求が優先されがちである。

本レポートの目的は、EU27カ国に住む6つの対象グループの人（障害のある大人、精神に困難を抱える人、障害のある子どもを含めた子ども、保護者のいないまたは引き離された移民の子ども、ホームレス、高齢者）の、脱施設化の進展に関する次の情報を集約することである。
○ 政策や計画
○ 長所
○ 懸念事項
しかし、ほかの最近の調査[footnoteRef:9]でも明らかにされているように、欧州のどの国でも、情報（公式統計や調査）が非常に限定されている。例えば「どの程度、地域に参加しているか」、「地域の一員としてどの程度受け入れられているか」、「どの程度、生活状況について本人に選択肢があるか」、「生活全般でどの程度、本人に選択の余地とコントロールがあるか」、「住む場所を離れる自由があるか」、「受ける支援が、質の高いもので、尊厳と尊敬をもって扱われていると感じられるか」などの情報である。 [9:   Šiška, J, Beadle-Brown, J and Káňová, Š and Tøssebro, J (2017) Active citizenship and community living in Europe – current policy, practice and research. In: Halvorson, Rune, Hvinden, Bjorn, Bickenback, Jerome, Derri, Delia, Rodrigues, Ana Marta Guillen, (EDS) The Changing Disability Policy System: Active Citizenship and Disability in Europe Volume 1. Routledge Advances in Disability Studies. Routledge, Abingdon UK and New York, 72 -89. ISBN 978-1-138-65288-0. E-ISBN 978-1-315-62393-1. ] 

　公式統計や調査のデータがないなかで、私たちは生活状況に着目する必要がある。普通の家に住み、地域に分散して暮らしていても、より良い生活の質や完全な市民権を得るには不十分であることは認められている。とくに重度で多くの支援が必要な人々にとっては、地域に分散して普通の家で暮らすことは、より良い生活の質や完全な市民権を得るための必要条件にすぎない[footnoteRef:10]。施設と比べ地域で生活している人が何人いるかを見るだけでは、彼らの生活の質や、彼らが生活を選択し、コントロールし、地域の完全なメンバーとして参加しているかどうかを知ることはできない。しかし、他の人と同じように地域に家をもつことは、地域に存在し、目に見える存在であるための第一歩、つまり地域に参加し、大切な一員としてみられるための第一歩なのである[footnoteRef:11]。私たちは可能な限り、「地域密着（community based）」と呼ばれるさまざまなサービスモデルと、「施設（institutions）」と呼ばれるさまざまなサービスモデルの間の違いを区別する。大人ついては、 [10: Mansell, J. (2006) Deinstitutionalisation and community living: progress, problems and priorities. Journal of Intellectual and Developmental Disability,31(2), 65-76]  [11:  Šiška, J., Beadle-Brown, J., Káňová, Š. & Kittlesea, A (2017) Changes and Diversity in Community Living in Europe – the Experiences of Persons with Disabilities. In: Halvorsen, Rune, Bjørn, Hvinden, Julie, Beadle Brown, Mario, Biggeri, and, Tøssebro & Anne, Waldschmidt (Eds). The lived experiences of persons with disabilities in nine countries: Active Citizenship and disability in Europe Volume 2. 1, Routledge Advances in Disability Studies, 2017] 

○ ⾃⽴した／⽀援付き（住宅と⽀援が分離しているもの）の⽣活
○ ⾃分の家を持ったり借りたりはしていないが、地域の⼀般の家で⼩規模な地域密着サービスを受けての⽣活
および、
○ 大規模な居住型サービス、
の間の違いを区別する。子どもについては、可能な限り、
○ （血縁・養子縁組・里親などの）家族での生活
○  それ以外のタイプの生活
を区別する。
本レポートでは、入所施設の閉鎖と地域の代替措置の発展に関する兆候にとくに注目しながら、経時的な変化と、法律や公共サービスを改革する広範な活動の両方をみていく。このレポートは、自立して生活し、地域の一員になる権利を後押しする、欧州構造投資基金（European structural and investment funds)などの欧州連合の戦略や行動の影響もある程度反映している。

方法
国別報告書編纂は、一次調査ではなく、文献の分析（既存の法律や政策文書、出版されている報告書、学術文献、データセット、一般に公開されている国の情報など）の机上分析に基づいている。
本レポートは、以下のような多くの重要な情報源を用いている
○ 施設から地域ケアへの移行に関する欧州専門家グループ（EEG）のガイドラインと報告書
○ ホームレスと社会的排除と闘う欧州社会政策ネットワーク（European Social Policy Network）の報告書
○ 構造基金監視（Structural Funds Watch）の文書
○ ユーロチャイルド オープニング・ドア(Eurochild Opening Doors）の国別状況報告書　（訳注　ユーロチャイルドは、ヨーロッパの子どもたちのために活動する、組織と個人のネットワーク）
[bookmark: _Hlk171511731]○ ヨーロピアン・セメスター（European Semester）国別調査報告書（訳注　ヨーロピアン・セメスターとは欧州半期とも訳され、欧州連合(EU)が各国の財政・経済政策の協調を行う半年(毎年1～6月)のこと）
○ EEG国別調査報告書
○ 欧州障害者専門家学術ネットワーク（ANED: Academic Network of European Disability Experts）の国別調査報告書
○ 関係国の移民と亡命に関する国別調査報告書

これらで十分な情報が得られない場合は、できるだけ総合的なレポートにするために、時間の許す限り他の報告書、学術論文、制度や政策に関するオンライン情報などから追加検索調査を行った。特に利用したのは次の情報である。自立生活に関する欧州基本権庁（the European Agency for Fundamental Right）の報告書、開かれた社会財団（Open Society Foundation）とメンタルヘルス・ヨーロッパ（Mental Health Europe）の報告書、子どもに関するルーモス財団（Lumos Foundation）の出版物、欧州移住ネットワーク（European Migration Network ）の国別報告書、脱施設化の成果とコストに関するDECLOC 2007（Deinstitutionalisation and Community Living Outcomes and Costs　脱施設化と地域生活の成果とコスト）2007のオリジナル報告書、ユニセフのトランスモニー（TransmonEE: Transformative Monitoring for Enhanced Equity　公平性向上のための斬新なモニタリング）データセット、欧州高齢者ケアホームに関するユーロファウンドの報告書、欧州自立生活ネットワーク（ENIL）、ユーロスタット（Eurostat　EU統計局）のデータベース、国連人権委員会のモニタリング報告書
このような調査は、照合可能なデータがあってこそのものであることに留意することが重要である。データはいろいろな点で限られている。第一に、いくつかの国ではデータが不足しており、照合するための情報が少なかった。
第二に、国の、また対象グループの、データが異なっていることが多い。ある国では、人数（people）で集計され、ある国では場所(places)で集計されていた。障害のある高齢者が、若いときから障害のあった人と区別されていない国もあった。また、子どものデータが細分化されていないために、どれだけの子どもが障害を持っているのかが把握できないケースもあった。
第三に、異なる情報源間で用語や定義が違うため、それぞれの比較が困難になり不一致が生じることもあった。例えば、居住ケア（residential care）や施設ケア（institutional care）の定義は問題になった。情報源や国によっては、すべてのサービス提供を「施設（institution）」の定義に含めているところもある。また、支援と宿泊が一緒に提供されるような、あらゆる居住ケアを「施設」に含めるところもある。また、一定の規模（例えば30人収容）以上のサービスを施設と呼ぶ国もある。
第四に、既存の報告書に記載されているデータは、データが収集・分析された時点の状況を正確に表していると見做されている。すべての情報の正確性をチェックすることは不可能であるが、データの正確性に欠けると主著者がコメントしている場合は、それを考慮に入たうえで、使用するかどうかを決定した。したがって、本報告書は体系立てられた調査の結果ではない。しかし、データ間の検知できた矛盾にも注意を払い、必要に応じて強調し、コメントした。
加えて、国によって変革のプロセスは異なり、直面する課題も人口規模も異なる。そのため、本レポートでは、数で国と国を比較することではなく、各国の傾向を探り、対象グループの人の現状を考えることを目的とした。
総じて、本レポートは完全に代表的で包括的な文献として意図されたものではない。とはいえ、この調査は初めて、さまざまな対象グループからの情報を一箇所に集約し、EU27カ国の大人と子どもの脱施設化と地域生活における状況、解決策、改善傾向について、より広範な全体像を示している。収集された証拠により、ヨーロッパの過去10年間の生活と支援の現状と傾向について、ある程度の結論を出すことができる。また本レポートは、支援を必要とするEU市民の生活に与える政策や資金援助政策や実践について、未来志向の指標を導き出すこともできる。限界はあるが、少なくとも、次のEU会期末に、データの入手可能性を含め、成果を比較するための基準値を提供することが期待される。


主な調査結果の概略

政策はすべての人にとって地域生活への移行を支援するものなっているか？
障害のある大人、子ども、精神に困難を抱える大人、高齢者に関連する政策や制度について検討すると、これら4つのグループすべてをカバーする具体的な政策（法律や戦略文書）を持っている国はなかった（ルーマニアとハンガリーがそれに最も近かったが）。ほとんどの国では、具体的な政策が適用されるのは1～2つのグループ（最も一般的なのは障害のある大人と子ども）だけであったり、サービスの転換や脱施設化に関しては、一般的な政策の中でより間接的に言及されているに過ぎなかった。スペインの政策は、4つのグループのいずれについても、脱施設化や地域生活について具体的に言及していないようである。

まだ施設に入っている人がいるのか？
本レポートの「はじめに」に明示した定義に基づいて、障害のある子どもと大人、障害のない子ども、精神に困難を抱える人について、各国で入手可能なデータを照合した。データがある場合でも、グループや年齢を区別できるとは限らなかった。また、「居住ケア」という用語などに含まれているサービスの特質についても、データは必ずしも明確ではなかった。しかし、一般的に、6人以下に対して居住サービス（residential services）を提供している国はほとんどなかった。
施設に未だに入所している人の総数を把握するため、各国および4つのグループの総人数（人数のデータがない場合は施設の室数（places））を算出した。分析の結果、少なくとも143万8,696人の子どもと大人が施設で暮らしていることが判明した。
ただしこの数字は、居住ケアホームに住んでいない、保護者がいない移民の子どもや、高齢者ケアホームにいる障害高齢者などが含まれておらず、相当な人数が抜け落ちている。加えて、すべての国で完全なデータが入手できたわけではなく、データの正確性がある程度確実で、ダブルカウントにならない場合にのみ、集計した。
表1は、30室（places）以上の居住サービスが4対象グループでまだ利用されているかをまとめたものである。これは、本報告書の多くの国々が主な比較対象としている『脱施設化と地域生活の成果と費用（Deinstitutionalisation and Community Living Outcomes and Costs）』（DECLOC, 2007年）報告書で用いられた定義を用いた。表は、より大規模な施設がまだどの程度存在するかを示す。
表は大規模な施設（larger institutions）に入所している人がいるかどうかだけを示しているが、どの国でも、全グループに少なくともいくらかが提供されていた（障害のない子どもに対してさえも）。スウェーデンのみ、大人の居住設備（residential provision）はすべて小規模で地域にもとづいたものであった。ほとんどの国では、そのような小規模な居住サービスは少数派であったが、いくつかの国ではその居住サービスは、精神に困難を抱える人に対する地域サービスの一部であった。
ホームレスが施設に入所しているかどうかについては、ほとんどデータがない。一時的なシェルターは施設には含まれていない。しかし、ほとんどすべての国で、ホームレスの人は、地域に適切な住宅がないために、このような一時的な宿泊施設に必要以上に長く滞在していたことが指摘されている。脱施設化の結果、シェルターに入ることになる人はいないはずだが、地域にすむところがないために、刑務所や病院に必要以上に長く滞在している国もあることが指摘された。施設での養育が親の監護のない子どもたちの主な養育形態になっているいくつかの国では、18歳になるとホームレス状態になることが比較的多かった。


表1：各グループの現在の生活状況に関する調査結果のまとめ-大規模な施設（本調査では30人以上の施設）はまだ利用されているか。
	国
	　子ども
	障害のある子ども
	障害のある大人
	精神に困難を抱える人
	高齢者
	保護者のいない移民の子ども
	ホームレスの人

	オーストリア
	いいえ
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	ベルギー
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	ブルガリア
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	クロアチア
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	キプロス
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	チェコ
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	デンマーク
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	エストニア
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし
	データなし

	フィンランド
	データなし
	はい
	はい
	はい
	はい
	（いいえ）
	データなし

	フランス
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	ドイツ
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	ギリシャ
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい

	ハンガリー
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい

	アイルランド
	いいえ
	はい
	はい
	はい
	はい
	いいえ
	データなし

	イタリア
	はい
	YES
	はい
	YES
	はい
	データなし

	ラトビア
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし
	データなし

	リトアニア
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし
	データなし

	ルクセンブルク
	データなし
	（はい）
	はい
	はい
	はい
	いいえ
	はい

	マルタ
	データなし
	（はい）
	はい
	はい
	はい
	（はい）
	データなし

	オランダ
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	（いいえ）
	データなし

	ポーランド
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい

	ポルトガル
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	ルーマニア
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	スロバキア
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	スロベニア
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	スペイン
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	はい
	データなし

	スエーデン
	いいえ
	いいえ
	いいえ
	いいえ
	いいえ
	いいえ
	データなし


凡例  データなしは原文ではNDと表記されているが、ルクセンブルクとマルタはDNとなっている。これはNDの間違いと思われる。
はい=大きな居住サービス使用
（はい）=大きな居住サービスの使用は、まれ、またはごく少人数
いいえ=大きな居住サービスは使用してない
（いいえ）=この対象グループによる大きな居住サービス使用はほとんどなし（保護者のいない子どものみ使用）

人々は地域で自立して住み、自分の家で支援を受けているか？
パーソナル・アシスタンス（個人予算、または当事者が使った分が行政から医療や社会福祉サービスへ払われるサービス）（訳注　個人予算（personal budget）とは、お金または券が行政から当事者にいき、当事者がそれを使ってサービスを受ける補助金方式）を受けている人数の詳細な情報は、ほとんどの国で入手できなかった。ただ少なくとも、パーソナル・アシスタンスが地域に基づいた支援システムの一部になっているか否かは把握できた。16カ国では、少なくとも何らかの形で、一部のグループ（通常は障害のある大人）を対象としている。さらに6カ国では障害のある大人のためのパーソナル・アシスタンスを導入する計画があるか、試行事業が実施されていた。パーソナル・アシスタンスが地域サービスで主流だったのはスウェーデンのみであった。
精神に困難を抱える人のパーソナル・アシスタンスの利用について明白にならなかったが、入手可能な情報からは、このグループでパーソナル・アシスタンスを使えるのはめったにないようだった。わずか5カ国でしか、精神に困難を抱える人がパーソナル・アシスタンスを通じて支援を受けていなかった。そのうちの2カ国では、ごく少数の人に限られていた。例えば、オランダでは、パーソナル・アシスタンスは精神に困難を抱える子どもをもつ家族によって利用されていた。一方、スロバキアでは、利用可能であったが、とても少数だった。その理由は使えることを知らないためであった。
多くの国では、国連の障害者権利委員会から、パーソナル・アシスタンス制度の創設または改善が重要な勧告として挙げられている。

10年間で状況は変わったか？
全体的に、上記で報告されたすべての人数と室数を、DECLOC 2007年調査のデータと比較した（若干の修正を加えた）。障害のある子どもたちだけのデータを追加し、クロアチア（DECLOCの調査には含まれていなかった）を除き、2007年にまったくデータがなかったギリシャ、オーストリアを除いた場合、少なくとも129万4,253人の障害のある子どもと大人、精神に困難を抱える人が施設にいると算出された。2007年のDECLOC報告書の表10の推定出現率データ（英国、トルコ、スウェーデンを除く）は128万6,059人だった。このように、一般的なレベルでは、経年変化はほとんどないことが明らかになった。
全体的な数字では、国や対象グループによる違いが見えないことがある。表2は、脱施設化への転換という観点から、各国で起こった変化をまとめたものである。国やグループによっては、データが入手できないため、大まかにでさえ経年変化をみることはできなかった。表2からわかるように、最も好ましい変化が子どもの分野で起きており、居住ケア（residential care）のもとで暮らしている子どもの人数が減っていた。多くの場合、これらの子どもたちは、家族のもとへ戻ったり、里親や養子に出されたりした。成人に達したために退所していたケースもあった。退所後、こうした若者たちがどうなったかは必ずしも知られていないが、少なくともいくつかの国では、ホームレスとなり、それが長期化するケースもあった。ほとんどの国では、少なくとも一部の子どもは別の居住ケアサービス（residential care service）に移った。
いくつかの国では、障害のある大人についても前向きな変化が見られる。子どもと大人の脱施設化に関して、最も一貫した変化があった国は、ほとんどの場合、欧州構造基金の恩恵を受けている国であった（太字で表示）。（訳注　編集上のミスか、表2の国名に太字の表示はない。）しかし、表1が示すように、大規模な施設などの居住ケアは、中欧・東欧に限ったことではなく、ほとんどすべてのグループですべての国で問題となっている。高齢者の居住ケアの増加は、自宅ケア（home care）や地域ケアが増えないからである。その理由は主に、ほとんどの国での急速な高齢化によるものであった。




表2：各国の施設収容の経年変化　2009年（またはデータが入手できた近似年）以降
	国
	子ども
	障害のある子ども
	障害のある大人
	精神に困難を抱える大人
	高齢者

	オーストリア
	データなし
	データなし
	データなし
	[image: ]
	非該当

	ベルギー
	[image: ]
	データなし
	データなし
	[image: ]
	データなし

	ブルガリア
	[image: ]
	[image: ]
	変化なし
	変化なし
	変化なし

	クロアチア
	[image: ]
	[image: ]
	[image: ]
	変化なし
	[image: ]

	キプロス
	データなし
	データなし
	変化なし
	変化なし
	データなし

	チェコ
	[image: ]
	変化なし
	[image: ]
	変化なし
	変化なし

	デンマーク
	[image: ]
	データなし
	変化なし
	データなし
	データなし

	エストニア
	[image: ]
	変化なし
	[image: ]
	データなし
	データなし

	フィンランド
	データなし
	[image: ]
	[image: ]
	データなし
	データなし

	フランス
	変化なし
	変化なし
	[image: ]
	データなし
	[image: ]

	ドイツ
	データなし
	データなし
	データなし
	データなし
	[image: ]

	ギリシャ
	[image: ]
	[image: ]
	変化なし
	
	データなし

	ハンガリー
	変化なし
	
	変化なし
	[image: ]
	データなし

	アイルランド
	非該当
	[image: ]
	[image: ]
	
	[image: ]

	イタリア
	[image: ]
	[image: ]
	データなし
	データなし
	変化なし

	ラトビア
	[image: ]
	[image: ]
	
	[image: ]
		{[image: ]}




	リトアニア
	
	[image: ]
	[image: ]
	データなし
	変化なし

	ルクセンブルク
	データなし
	データなし
	[image: ]
	データなし
	データなし

	マルタ
	データなし
	データなし
	データなし
	変化なし
	[image: ]

	オランダ
	[image: ]
	データなし
	
	[image: ]
		データなし




	ポーランド
	[image: ]
	[image: ]
	変化なし
	変化なし
	　

	ポルトガル
	データなし
	データなし
	[image: ]
	[image: ]
		{[image: ]}[image: ]




	ルーマニア
	[image: ]
	[image: ]
	変化なし
	[image: ]
	[image: ]

	スロバキア
	[image: ]
	変化なし
	[image: ]
	変化なし
	[image: ]

	スロベニア
	[image: ]
	[image: ]
	データなし
	データなし
	変化なし

	スペイン
	データなし
	データなし
	データなし
	データなし
	[image: ]

	スエーデン
	非該当
	非該当
	非該当
	非該当
	非該当


凡例：データなし＝変化を決定づけるデータがない
「非該当」＝施設サービスは使われていないため
[image: ][image: ]　 =  施設サービスの増加　　　= わずかな施設サービスの増加/地域サービスの減少
[image: ]　 = 施設サービスの減少　　　 = 施設環境のわずかな減少
{[image: ]}= 高齢者の施設サービス利用の減少（年金や手当を家族の収入にするために自分の家に戻ったことによる）
要旨と結論
第一の重要な知見は、生活状況について入手可能なデータが、2007年よりも若干増えたことである。全対象グループとはいかなかったものの、2007年にはまったくデータが入手できなかった国もあったが、今回は少なくともいくつかのデータはすべての国で入手できるようになった。とくに、障害のある大人に関するデータは、27カ国すべてで何らかの形で入手可能であった。また、ほとんどの国で、高齢者を若い大人から分けて集計することが可能になったが、障害のある高齢者は、より一般的な高齢者に含まれている可能性が高い。子どもの状況に関するデータは、主にユニセフ、ユーロチャイルド（Eurochild、訳注　子どもの幸福と権利のために2004年に作られた国際NGOで、ヨーロッパを中心に42カ国211団体が加盟）、ルーモス財団（Lumos、訳注　子どもの施設収容を減らすために世界各国で活動する国際団体）の活動のおかげで、最も包括的なものとなった。
検討したデータからは、小規模または地域に密着したサービス（すなわち、一般の地域で普通の住宅に分散居住）が主な国もあったが、調査国すべてで、現在も居住ケアで暮らしている人がいることがわかった。推定される居住ケアのもとにいる人の数（大部分は依然として大規模で分離されて一カ所に集められている）は、2007年以降変わっていない。ほとんどすべての国で、パーソナル・アシスタンスを使った自立生活は未だに少数の形態であり、小規模な地域に密着した居住の場（residential settings）でさえも少数派である。
入手可能なデータや全体像には限界があるものの、脱施設化が2014～2020年の資金出資優先分野のひとつであった12カ国のグループ内[footnoteRef:12]では、とくに子どもに関して一定の進展が見られた。家族への支援の増加、里親の利用と支援の増加の証拠は心強いものであるが、もちろん、こうしたアプローチはさらに拡大され、広く適用される必要がある。大規模な居住施設にいる可能性が最も高いのは、以下のような子どもたちである。 [12:  Bulgaria, Croatia, Czechia, Estonia, Greece, Hungary, Latvia, Lithuania, Poland, Romania, Slovakia and Slovenia.] 

1）障害のある子どもたち、とくに知的障害、自閉症、問題行動を示す子ども。
2）保護者のいない、引き離された移民の子ども。
障害のある大人や精神保健問題を抱える人については、時系列で比較できるようなデータが必ずしも得られていないが、肯定的な変化はあまり顕著ではなかった。障害のある大人では、ある程度の進展が見られたが、これは一貫したものではなかった。いくつかの国では、2007年よりも多くの人々が居住ケアのもとで生活していた。知的障害者は、施設で生活する傾向が最も高かった。
[bookmark: _Hlk175679989]精神保健問題を抱える人に関するデータがある国では、最も一般的なパターンは「変化なし」であった。彼らに対するパーソナル・アシスタンスは全く一般的ではなかった。これは、次のことが原因ではないだろうか[footnoteRef:13]。 [13:  Ibid.11.] 

・ 精神保健問題を抱えていることが、必ずしも⻑期的な状態とはみなされていないこと
・ 精神に困難を抱える⼈のニーズの変化に対応する、サービスの柔軟性とサービスの能⼒に問題があること。
高齢者人口の増加により、介護施設の定員増加への緊急投資が一部の国で行われているため変化のパターンが混乱していて、高齢者の傾向を今あるデータから引き出すのはむずかしい。高齢者用の施設サービスと地域密着型サービスが、長期介護を利用する他のグループと一緒に報告されている国もある。ほとんどの国では、在宅介護を受けている人数やその長さ、そして在宅介護の長さが施設への入所を防ぐ上でどの程度重要であったか（訳注　どのくらい入所を遅らせることができたか）、についての詳細な情報は得られなかった。加えて、経済危機が最も大きな打撃を与えたいくつかの国では、興味深いパターンも見られた。介護施設に入所する人の減少は、必ずしも政策や計画を反映したものではなく、高齢者が、年金や給付金をケアホームに渡すのではなく、そのお金で家族を養うために子どもと一緒に暮らすことに戻るという決断をしたからであった。
ホームレスの宿泊施設に関するデータ、とくにホームレスであるという理由で施設に滞在したり、入所生活したりした人数に関するデータは限られていた。しかし、いくつかの国では明らかにこのような人がいた。加えて、ホームレスの人はしばしば精神保健問題や薬物・アルコール依存と関連していることがわかった。また児童施設に住む若者は成人に達すると、行くところがなかった。
データから浮かび上がった論点は多く、入手可能な情報をもっと詳細に統合することも可能であろう。しかし、ここでは分析から浮かび上がった重要なテーマ、問題点、可能な解決策に着目する。すべての国に共通するテーマは、住宅に関する政策、戦略、実践の重要性である。ほぼすべての国において、手ごろな価格の地域に密着した住宅（場合によっては社会住宅）の全般的不足が、ホームレス対策だけでなく、地域生活を拡充する上でも主なバリアとなっていると思われる。
社会的住宅や手頃な価格の住宅に対する関心の低さは、さまざまな形で観察された。例えば、次のような問題がある： 
・ 実際の住宅の不足、歴史的・文化的傾向による賃貸住宅の少なさ、住宅価格や賃貸コストの上昇
・ 全般的に住宅関連コスト（光熱費、メンテナンス費など）の増加
・ 金融危機による多くの場所での失業率や全般的な貧困の増加。
加えて、幾つかの国では、移民の一時的な増加を受け入れるために大規模な建物が建設され、そこが障害のある人の施設形式の宿泊施設のひとつとなっている。
第二の論点は、対象グループのケアの責任が、国や連邦レベルから、地域や市町村レベルへと移譲される傾向が広がっていることである。これには、責任の移譲が資金の移譲を必ずしも伴わないだけでなく、サービスの調整、一貫性、能力の面で問題が生じかねないという課題がある。2007年のDECLOCの調査（DECLOC: Deinstitutionalisation and Community Living Outcomes and Costs　脱施設化と地域生活の成果とコスト[footnoteRef:14]でもすでに指摘されているように、広範な変化を起こすには国のリーダーシップが不可欠であり、国、地方、市町村という異なるレベルの政府の間の垂直方向の調整だけでなく、部門を超えた調整も必要である。 [14:  Ibid.3.] 

異なる対象グループや異なる部門（医療、社会的ケア、住宅、社会保護、教育、交通、雇用など）が横断して活動することで実現する、課題やバリアそして可能性の共有が、成功のための鍵となる可能性が今回の調査で浮かび上がってきた。この点はすでに、DECLOC調査[footnoteRef:15]とFP7 DISCIT調査[footnoteRef:16]（訳注　FP7は、7th Framework Programme for Research　EUの第7次研究開発骨格プログラムで、研究助成金提供プログラムである。DISCITは、Making Persons with Disabilities Full Citizens「障害のある人を完全な市民に」のスローガンの下に、障害のある人が社会経済に完全かつ有効に参加することを実現するための新しい知見を創造することを目的とするEUのプロジェクト。）の両方で指摘されていたことである。 [15:  Ibid.]  [16:  Šiška, Jan; Beadle Brown, Julie and Káňová, Šárka(2016). DISCIT Making Persons with Disabilities Full Citizens – New Knowledge for an Inclusive and Sustainable European Social Model Deliverable 6.3 (D6.3) Transitions from institutions to community living in Europe. Available at: https://blogg.hioa.no/discit/files/2016/02/DISCIT-D6_3-Final-July-2015.pdf] 

もうひとつの問題は、策定された政策や国の戦略では、実施やモニタリングに関する詳細が欠けていることが多いことである（とくに脱施設化が2014年～2020年の優先投資分野のひとつである12カ国[footnoteRef:17]）。あるところでは、脱施設化やより良い地域支援システムの実現に向けた取り組みの意図が一般政策の中で「ちらっ」と言及されているに過ぎない。これらの国の多くでは、脱施設化はまだ「EUが資金を提供するプロジェクト」と見なされている感があり、長期的な持続可能性、成果をどのように拡大するか、欧州構造投資基金（European Structural and Investment Funds）が利用できなくなった後、どのように進歩を継続させるかについては、ほとんど注意が払われていない。国によっては、構造基金の投資の直接的な結果としてしか変化が見られなかったようであり、そのような投資がなかったら、変化はまったく起こらなかったのではないかという疑問が生じる。 [17:  Bulgaria, Croatia, the Czechia, Estonia, Greece, Hungary, Latvia, Lithuania, Poland, Romania, Slovakia and Slovenia.] 

それぞれの国の脱施設化計画に明確な目標がなく、綿密に練られたデータもないため、進捗状況の評価が難しい。これはまた、説明責任を促す上でも問題となる。他の報告書では、最低限必要なデータセット（minimum dataset）を推奨しており、その内容についてはすでにさまざまな提案がなされている（DISCIT 6.3）[footnoteRef:18]。ユニセフのトランスモニー（Transmonee: Transformative Monitoring for Enhanced Equity　公平性向上のための変革的モニタリング）データセット[footnoteRef:19]は、その良いモデルになるだろう。しかし、（明確な定義が示された）施設に何人いるかという情報だけでなく、例えば、何人が退所したか、退所の理由は何か、どこに退所したかといった情報の収集も重要である。さらに、施設に入所していない人の数、どこで生活しているのか、どのような支援が行われているのかを知ることも重要である。今回の報告書で提供されたデータは、最初の基準値として、また現在データが不足している部分を指し示すものとして機能するであろう。 [18:  Obid.16.]  [19:  See http://transmonee.org/dashboard/Transmonee2018#/] 

　CRPD第19条が実際に「漸進的に実現」されているかどうかを考えるとき、その他の重要なポイントは、開発された地域密着型のサービスが障害者権利条約第19条でいう地域生活の定義と一致しない、そして実際、地域生活の従来からのどの定義とも一致しないことである（たとえば、マンセル、ビードル＝ブラウン（Mansell and Beadle-Brown）, 2010[footnoteRef:20]）。小規模な施設が作られたり、古い施設が小規模なユニットに再編されたりしている例は多いが、それらは本質的には一つの敷地に大人数のグループが暮らすことに変わりはない。個人予算や／直接給付（direct payment　訳注　サービスを受ける人に介護費用を支給し、本人が支払い主、雇用主として介護サービスを手配し、費用を支払う。利用者によるサービスのコントロールが目的の制度。）があっても、その使い道には違いがある。ある国では、自分の家での生活を支援するパーソナル・アシスタンスに使うより、入所施設の居住室を購入するために使われることもある。 [20:  Mansell, J., &Beadle-Brown, J. (2010). Deinstitutionalisation and community living: Position statement of the comparative policy and practice special interest research group of the international association for the scientific study of intellectual disabilities. Journal of Intellectual Disability Research 54(2),104-112.] 

「支援付き生活（supported living）」も考え方や規模にばらつきがある。定義に合致した、あるいは支援つき生活の理念に沿って提供している国はほとんどない。さらに、支援における課題や、支援を提供する人のスキルやモチベーションについては、ほとんど注意が払われていないようである[footnoteRef:21]。 [21:  Ibid.11.] 

地域社会で良い生活を送るのに利用できる機会を得るために、より集中的な支援や定期的な支援を必要とする人にとって、支援がどのように提供されるのか（毎分毎分の、毎日毎日の）が重要である[footnoteRef:22]。調査によると、職員による自立支援（enabling support）やエンパワメント支援（empowering support）を促進したり妨げたりすることに、場の規模が影響している。施設が6室（place）以上になると、職員が十分な訓練を受けていても、選択の余地やコントロール権など、支援の質や利用者の生活の質が悪化し始める[footnoteRef:23]。また、パーソナル・アシスタントやスタッフ・チームの支援を受けながら自分のアパートで暮らすことは、支援の質の良さ、地域への完全な参加を保証するものではないことが、調査によって明らかになっている[footnoteRef:24]。 [22:  For a review, see Mansell, Jim, Beadle-Brown, Julie (2012) Active support: enabling and empowering people with intellectual disabilities. Jessica Kingsley Publishers, London, 224pp. ISBN 978-1-84905-111-8]  [23:  Bigby, C., Bould, E., Iacono, T., Kavanagh, S. and Beadle-Brown, J. (2019). Factors that predict good Active Support in services for people with intellectual disabilities: A multilevel model. Journal of Applied Research in Intellectual Disabilities [Online]. Available at: https://doi.org/10.1111/jar.12675.]  [24:  For example, see: Beadle-Brown, J., Leigh, J., Whelton, B., Richardson, L., Beecham, J., Bäumker, T. and Bradshaw, J. (2015). Quality of life and quality of support for people with severe intellectual disability and complex needs. Journal of Applied Research in Intellectual Disabilities [Online] online:0-0. Available at: http://dx.doi.org/10.1111/jar.12200 and Bigby, Christine, Bould, Emma, Beadle-Brown, Julie (2017) Comparing costs and outcomes of supported living with group homes in Australia., Journal of Intellectual & Developmental Disability, pp.1-13. ISSN 1366-8250.] 

しかし、少なくとも理論的には、利用者が自分の家で支援を受けることが、支援者にとっては選択とコントロールという観点で良い支援につながるはずなのだが、最近の調査[footnoteRef:25]では、障害のある人や精神保健問題を抱える人が自分の家を持ったり借りたりできるような制度が、すべての国に整備されているわけではないことが浮き彫りになった（特に、一般の人のホームレスや住宅なしの危機の多い国において）。手頃な価格の住宅の不足、住宅手当の不足または低水準、地域支援サービスの未発達、多くの人が後見人の下にいるため契約を結べないという事実などはすべて、支援された生活やパーソナル・アシスタンスに基づくシステムを潜在的に阻害する要因である。 [25:  Ibid.9.] 

すでに述べたように、第19条は単にどこに住むかということではなく、「地域への完全なインクルージョンと参加を経験する」ことを目的としている。地域にいることは最初のステップに過ぎない。地域に参加し、自分の生活状況のみならず生活の他の領域についても選択とコントロールを経験するには、多くの場合、支援が必要である。しかし、上述したものや他の研究[footnoteRef:26]でも観察されているように、選択とコントロール、インクルージョンと参加という点で、生活経験に関する情報はほとんどない。 [26:  Ibid.9.] 

FP7のDISCIT研究は、ヨーロッパのさまざまな地域に住む障害のある人の生活経験について着目した数少ないプロジェクトのひとつである。この研究は、人々が選択とコントロール、そして彼らが積極的な市民であり、地域に参加していると感じているかどうかを調べたものである。この調査から得られた重要な知見のひとつは、インクルージョンや完全参加どころか、ほとんど地域で生活していないように思われるグループは、知的障害のある人だということだった。今回の調査でも、知的障害者が排除され、隔離され続けていることが分かった。多くの国、とくに脱施設化のプロセスを開始したばかりの国では、知的障害者がいまだに施設にいる。大規模な施設がもはや存在しないスウェーデンでさえ、より重度の知的障害者や複雑なニーズを持つ人々[footnoteRef:27]は、パーソナル・アシスタンスの恩恵を受けず、グループホームなどの居住ケアのもとにいる可能性が高い。 [27:  For example, multiple physical or sensory disabilities, communication difficulties, autism and those who show challenging behaviour.] 

　施設から地域ケアへの移行に関する政策や実践が人の生活に与える影響を理解することが最重要である。どこに住んでいるかについての数字は、物語のごく一部を伝えるだけである。ここで調査の役割は重要である。そして、政策立案者、サービス提供者、その他の利害関係者の思惑から独立した研究体を作ることが重要である。しかし、それを可能にするためには、明確な定義と、用語と理解の共有が重要である。



国別プロフィール


オーストリア

法律、政策、制度における主な進展
障害のある大人
障害に関する国家行動計画（National Action Plan on Disability）2012 - 2020（障害に特化したごく少数のその他の文書とともに）は、大規模な施設の解体や、自立生活を支援する新制度の開発など、9州すべてに対する脱施設化の要件を定めている[footnoteRef:28]。しかし、他の一般的な文書ではほとんど言及されておらず、これまでの戦略の実施は満足のいくものではないとされている[footnoteRef:29]。 [28:  Austria, Federal Ministry of Labour, Social Affairs and Consumer Protection (2012). NATIONAL ACTION PLAN ON DISABILITY 2012–2020. Strategy of the Austrian Federal Government for the implementation of the UN Disability Rights Convention.]  [29: Flieger, Petra; Naue, Ursula (2019). ANED 2018-19. Task 1.2. Living independently and being included in the community. Austria. ANED. Available at: https://www.disability-europe.net/theme/independent-living] 


精神保健問題を抱える大人
オーストリアの精神医療制度の改革は1970年代に始まったが、現在の制度は急性期の入院制度と地域密着のサービスのみに寄りかかっている。2008年、このようなサービスの不足が認識された後、「児童・青少年保健戦略（Child and Youth Health Strategy）」は、児童・青少年のための急性期の精神保健入院および外来・地域密着型サービスの急速な拡大を求めた[footnoteRef:30]。 [30:  EACEA NATIONAL POLICIES PLATFORM (2018). 7.5 Mental Health: Austria.] 


子ども（障害のある子どもを含む）
施設ケアから家庭や地域社会に根ざした解決策への移行プロセスは1980年代半ばに始まり、ほぼ完了したと報告されている。しかし、全国的な質の基準、財源やアフターケア支援の仕組みがないなど、さまざまな問題事項（obstacles）が指摘されている。2018年、オーストリア国会は児童・青少年福祉の責任を、連邦レベルから州レベルに移譲した[footnoteRef:31]。障害のある子どもに関しては、「障害に関する国家行動計画（National Action Plan on Disability）2012-2020」[footnoteRef:32]は、家族が家庭で子どもを見守ることができるようにするための支援、親が日中働けるようにするための支援、リハビリテーション・サービス増加の重要性を掲げている。また、インクルーシブ教育制度に向けた最初の一歩も示している。しかし、オーストリアにはインクルーシブ教育に関する包括的な政策は存在しない。 [31:  European Commission (2018). Country profiles - Austria: Policies and progress towards investing in children. Available at: https://ec.europa.eu/social/main.jsp?catId=1248&intPageId=3632&langId=en]  [32:  Ibid.28.] 


ホームレス
ウィーン州、オーバーエスターライヒ州、ヴォラベルク州では、ホームレス総合戦略が策定されている。しかし、これらの戦略は国レベルで統一的に規定されているわけではなく、国レベルのホームレス対策戦略や計画はない[footnoteRef:33]。 [33:  Baptista, Isabel; Marlier, Eric (2019). Fighting homelessness and housing exclusion in Europe. A study of national policies. Publications office of European Union] 

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
オーストリアの児童保護制度は最近、保護者のいない移民の子どもの流入に直面している。保護者のいない移民の子どもの生活環境は改善されたとはいえ、子どもは依然として、移民という身分により差別を受けている[footnoteRef:34]。 [34: Eurochild (2018). Opening Doors for Europe´s Children. Available at: https://www.openingdoors.eu] 


高齢者
2013年の連邦高齢者法に「高齢者・老人ホームの国家品質証明（National Quality Certificate for Senior Citizens’ and Nursing Homes）」が明記され、消費者としての高齢者の権利が強化された。これは、居住ケアの保護と質の向上に決定的に貢献するものと見なされた[footnoteRef:35]。さらに、在宅ケアを支援するための訪問型（mobile）・地域密着型サービスや技術が拡大され、院外・院内のホスピスや緩和ケアが強化された。 [35:  Winkler, Erika; Spreitzer, Hannes (2016). Ensuring a society for all ages: Promoting quality of life and active ageing National Report Austria. Ageing, Population and Volunteering Policies Unit Federal Ministry of Labour, Social Affairs and Consumer Protection.] 



経年変化
障害のある大人
2016年（訳注　脚注の文献から、2019年の誤記と思われる）、オーストリアに関するANED（Academic Network of European Disability Experts　欧州障害分野専門家学術ネットワーク）の報告書は、オーストリアにおける重要な問題としてデータ不足を指摘した[footnoteRef:36]。大人の障害のある人に関する最新のデータは2010年のもので、約13,000人の障害のある人がまだ居住施設やケア施設にいることを示していた。オーストリアのFRA（Agency for Fundamental Rights　欧州基本権機関）地域生活詳細調査報告書（Community living Mapping report）[footnoteRef:37]では、2014年から2015年にかけても、大規模な居住ホーム（30人から100人用）が存在することが確認された。脱施設化と地域生活の成果とコスト報告書（2007年）[footnoteRef:38]のデータを照合することはできなかった。 [36:  Ibid.29.]  [37:  European Agency for Fundamental Rights (2017).Mapping Paper: Summary overview of types and characteristics of institutions and community-based services for persons with disabilities available across the EU: Austria (2014-2015). Available at: https://fra.europa.eu/en/country-data/2017/country-studies-project-right-independent-living-persons-disabilities-summary]  [38:  Beadle-Brown, J. and Kozma A. (2007). Deinstitutionalisation and community living – outcomes and costs: report of a European Study. Volume 3: Country Reports. Canterbury: Tizard Centre, University of Kent. Available at: https://research.kent.ac.uk/tizard/research-projects-archive/] 







精神保健問題を抱える大人
	精神保健問題を抱える大人の主な傾向
・ データが不足しているため、経年変化を追跡することは難しいが、現在では、精神科病棟や病院の長期病床は、地域社会での居住支援を含む長期支援に取って代わられているようである。 
・ 現在も14の入所型リハビリテーション・サービスがあり、その規模（平均85室）は大きいが、平均入所期間は6～8週間である。
・ これより長く滞在する人がいるかどうかはわからない。



2012年、データ不足が問題であるとしているが、精神保健問題を抱える人々のための入院ベッド数は3,330床であると報告された[footnoteRef:39]。5つの精神科病院／病院内の診療科に650床、1つの精神科リハビリテーションセンターに120床があった。しかし、このうち長期病床の数と、平均在院日数は不明であった。地域密着の居住支援に関しては、4つの団体が約28のグループホームを提供しており、1つの事業につき約15室（places）がある。さらに、5つの団体が支援つき生活（supported living）や在宅支援を提供していた。2017年に更新された「排斥の実態分析と理解報告書」(Mapping and Understanding Exclusion)[footnoteRef:40]では、より多くのデータが入手可能であり、精神科病院には長期病床がないことが報告されている。2013年には、46,000人が総合病院または特定病院の精神科で治療を受け、平均入院期間は20日であったと報告されている。現在、14の居住型リハビリテーションセンターが1,193室を提供しており、平均入所期間は6～8週間であった。2014年には、5,178人の精神保健問題を抱えた子どもと大人に、386の地域密着型の居住の場（グループホームと支援つき生活）が提供されていた。 [39:  Kozma, Agnes; Petri, Gabor (2012). Mapping Exclusion: Institutional and community-based services in the mental health field in Europe (2012). OSF and MHE. Available at: https://mhe-sme.org/wp-content/uploads/2017/11/mapping_exclusion_-_final_report_with_cover.pd]  [40:  Baptista, Isabel; Marlier, Eric(2017). Mapping and Understanding Exclusion in Europe: institutional, coercive and community-based services and practices across Europe. Available at: https://mhe-sme.org/wp-content/uploads/2018/01/Mapping-and-Understanding-Exclusion-in-Europe.pdf] 


子ども（障害のある子どもを含む）
	子ども（障害のある子どもを含む）の主な傾向
・ 経時的傾向を知るための長期データがなく、また障害のある子どもに関するデータもない。
・ 代替ケア制度(alternative care system)､特に居住ケアにおける2015年以降の子どもの増加は保護者のいない移民や難民の子どもの流入によるものと思われる。
・ 子どもの居住ケアサービスは比較的小規模で、ほとんどが地域密着型である。



オーストリアの子どもに関して利用できた唯一のデータは、「ユーロチャイルド・オープニング・ドア」（Eurochild Opening Doors）の報告書[footnoteRef:41]である。2017年には、オーストリアでは8,307人の子どもが居住ケアのもとで暮らしていると報告されており、これは代替ケア制度にある13,617人の子どもの61％にあたる。2016年には、8,423人の子どもが居住ケアのもとにいると報告され、これは2015年の6,486人から大幅に増加した。その割合は一貫して、代替ケア制度にある子どもの60％前後である。子どもの大半は、約600の社会教育施設（social pedagogical facilities）に入所している。これは、通常最大8人（ある地域では最大12人）の子どもが入所する小規模なグループホームである。年齢や障害別の内訳は不明である。 [41:  Ibid.34.] 


保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
	保護者のいない、あるいは引き離された移民の子どもの主な傾向
・ 2015年に激増した保護者のいない子どもの数は、再び減少した。
・ 16歳未満の子どもの大半は、地域密着の居住ケアのもとにいるが、最近の政策変更により、里親のもとにいる子どもの数は増加すると思われる。



2015年、オーストリアでは保護者のいない移民や難民の子どもの数が劇的に増加し、2015年には8,277人となった。これが2017年には1,751人まで減少した。これは2015年から2016年にかけて社会教育施設の児童数が増加したことを説明している。16歳未満の保護者のいない子どもの大半がそこに行くためである。これらの子どもの里親の数は増加しているが、データはまだない。16歳以上の子どもは、庇護（asylum）が検討されるまで受け入れセンターに滞在する傾向がある。これは数日から2～3ヶ月の間である。

ホームレス 
	ホームレスの主な傾向
・ オーストリアでは過去10年間、ホームレスの数が増加しており、少なくともその一因は2015年以降の移民の流入にある。
・ ホームレスの40％が「ホームレスのための施設」に利用登録している。しかし、これは長期的な宿泊施設ではなく、緊急避難所やデイセンターであることが多い。
・ 移民であることは「宿なし」（roofless）の危険因子である。



2008年から2017年の間に、オーストリアのホームレスの数は21％増加した[footnoteRef:42]。2017年には、21,567人がホームレスとして記録され、そのうち8,688人がホームレスのための施設に住んでいると記録され、残りは「宿なし」と記録された。2012年には、「宿なし」として登録された人の40％が15～29歳であり、そのうち20％は施設に入所していた。オーストリア市民でない者、またはオーストリアの長期居住者でない者は、施設に入所している割合が低かった。最も一般的な「施設」のタイプは、緊急宿泊施設とデイセンターである。これらのほとんどは支援に焦点を当てており、居住することに焦点を当てたものではない。しかし、データは限られているが、居住に重点を置いているところもある。一例として、ウィーンには3つの緊急シェルターがあり、合計約450の宿泊の場を提供している。このうち約300カ所は、日中閉鎖されないシェルターであった。2018年11月から2019年4月にかけては、さらに900人分が相部屋で提供され、通常はこうしたサービスを利用できない人々にも開放された。 [42:  Ibid.33.] 


高齢者
2010年、公営の高齢者向けホーム（homes for older adults）は424あり、35,525人が利用していると報告されている[footnoteRef:43]。また、民間の営利ホームは215ヵ所で、14,352人の利用者がおり、民間の非営利団体は223ヵ所で、24,993人の利用者がいた。2018年には、施設ケアのもとにある高齢者が10万人近くになり、大幅に増加したと報告されている。 [43:  Eurofound (2017). Care homes for older Europeans: Public, for-profit and non-profit providers. Publications Office of the European Union, Luxembourg.] 



長所と改善すべき事項
長所
・ 子ども、青少年、大人のためのデイ・クリニック・サービスを拡大することで、地域密着精神保健サービスが開発された。
・ 訪問支援（mobile assistance）、コミュニケーション技術や支援機器の使用など、高齢者のための新しい在宅支援構想に注目が集まっている。

改善すべき事項
・ 施設で暮らす障害のある子どもの数が多い。子どもが施設に収容されるのを防ぐため、また、現在施設に入所している子どもが親と一緒に暮らせるように、あるいはそれが不可能な場合は里親のもとで暮らせるように、家族への支援をさらに強化するための措置を講じるべきである。また、施設に入所している子どもが18歳になったときにどうなるかについても、注意を払う必要がある。大人のための地域密着型サービスは、まだ抜本的な開発が必要であり、それは脱施設化に関する共通の理解によって導かれるべきである。
・ 障害のある人の生活状況に関するデータが完全に欠如しているため、国レベルでも欧州レベルでも、地域密着型サービスに向けた進捗状況を分析・報告することが非常に困難である。欧州レベルでのミニマム・データセット（minimum dataset）は、すべての国々に、長期的な進捗状況を監視できるようなデータの収集を促すだろうが、オーストリアがこのデータを準備したり収集したりするためには、オーストリアの各州政府および中央政府の深い関与（commitment）が必要である。



ベルギー

法律、政策、制度における主な進展
障害のある大人
　国連CRPD委員会の総括所見によれば、ベルギーの政策は脱施設化に直接焦点をあてておらず、2014年現在、障害のある人のための計画はまだない。自立生活の促進は、国レベルでも地域レベルでも明確な政策目標ではない。パーソナル・アシスタンスの予算は利用しにくくなっているようで、新しい施設への大規模な投資が続けられている[footnoteRef:44]。
 [44:   Leyseele, Evelien (2019). ANED 2018-19. Task 1.2 Living independently and being included in the community. Country: Belgium. ANED. Available at:  https://www.disability-europe.net ] 

精神保健問題を抱える大人
ベルギーは、長期および急性の精神科病床数が非常に多い。2011年、ベルギーは107条として知られる脱施設化戦略を採択した。このプログラムでは、施設でのケアに代わる地域社会に根ざした選択肢を開発するために、ケアのネットワークを構築することが提案された。（訳注　ベルギー病院法第107条。psy107条と呼ばれる。それまでの病院収入を保障しながら、病床に充てていた人や機能を「地域訪問チーム」に転換していく政策。）しかし、107条の進捗状況に関する包括的なデータは得られていない[footnoteRef:45]。 [45:  Turnpenny Ágnes; Petri, Gábor, Finn, Ailbhe, Beadle-Brown, Julie; Nyman, Maria (2017). Mapping and Understanding Exclusion: Institutional, Coercive  and Community-Based Services and Practices across Europe. MHE, Tizard Centre. Available at: https://mhe-sme.org/wp content/uploads/2018/01/Mapping-and-Understanding-Exclusion-in-Europe.pdf  ] 


子ども（障害のある子どもを含む）
親の保護が受けられない子どもは、主に施設的な居住ケアに配置され、中でも障害のある子どもは、そのような環境に置かれる可能性が高い。施設で暮らす子どものための脱施設化戦略はない。ベルギーに関する2018年の「オープニング・ドア」（Opening Doors）報告書によると、ベルギーにおける脱施設化は、ソーシャルワーカーや国の機関によって緊縮財政措置とみなされており、施設内で働く専門職の安定した雇用が国の優先事項となっている。個人予算を受けられるようになるまでの平均待ち時間は、施設への入所待ち時間の4倍と報告されている[footnoteRef:46]。 [46:   Katrijn Ruts. Inclusie betekent in Vlaanderen nog vaak: trek je plan’. Available at: https://sociaal.net/opinie/inclusie-betekent-nog-vaak-trek-je-plan/] 

さらに、保護者のいない移民や難民の子どもの流入により、より多くの施設が開設されたり、既存の施設が拡張されたりしている[footnoteRef:47]。
 [47:  Eurochild (2018). Opening Doors for European Children. Belgium. Available at: https://www.openingdoors.eu/category/resources/publications/] 

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子どもたち
ベルギーでは、特に保護者のいない子ども、女性、拷問被害者、人身売買の被害者を扱う専門部署が最近設立された[footnoteRef:48]。庇護が認められた後のサービスの内容についてはあまりはっきりしない（特別な半独立居住ユニットが開発されたようではあるが）。 [48:   AIDA. Asylum Information Database. (2018). Boundaries of liberty Asylum and de facto detention in Europe. ] 



ホームレス
ベルギーでは、住宅とホームレスの対策は原則として地域とコミュニティの責任であり、統合された国家ホームレス戦略は存在しない。しかし、2014年以降、連邦政府は、連邦州、地域、コミュニティ間の「ホームレスに関する協力合意」の実行を確保する責任を負っている。2017年から2019年にかけて、最初のフラマン地域（訳注　ベルギー北部とその周辺のオランダ、フランスの一部）統合ホームレス対策行動計画が策定された。ベルギーの戦略は一般的に、「住宅第一」（Housing First)戦略、社会的住居の増加、心理的困難を抱える人々が追立てを回避するための支援に重点を置いている[footnoteRef:49]。
 [49:   Baptista, Isabel; Marlier, Eric (2019). Fighting homelessness and housing exclusion in Europe. A study of national policies. Brussels, Publications office  of European Union. Available at: https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/2dd1bd61-d834-11e9-9c4e-01aa75ed71a1/language-en] 

高齢者
2016年、高齢者政策が大きく変わりつつあることが報告され、2014年以降、高齢者政策（ひいては居住・介護ケア）の責任が連邦レベルから地域レベルに変わった。そのため、高齢者ケアの多くの側面で地域差があり、場合によっては、まだプロセスが未整備であることもある。しかし、高齢者ケアを施設からより地域に密着したものへと移行させようとする政策はない。実際、将来予測される高齢者数の増加に対応するため、居住ケア（residential care）の定員を増やすことに焦点が当てられている[footnoteRef:50]、[footnoteRef:51]。
 [50:  Interfederal Centre for Equal Opportunities (2016). Human Rights of Older Persons and Long-Term Care. Available at: http://ennhri.org/wp content/uploads/2019/10/belgium.pdf ]  [51:   Van den Bosch K, Willemé P, Geerts J, Breda J, Peeters S, Van de Sande S, Vrijens F, Van de Voorde C, Stordeur S. Residential care for older persons in  Belgium: projections 2011 – 2025 - Synthesis. Health Services Research (HSR). Brussels: Belgian Health Care Knowledge Centre (KCE). 2011. KCE Reports  167C. D/2011/10.273/67 https://kce.fgov.be/sites/default/files/atoms/files/KCE_167C_residential_care_in_Belgium_synthesis.pdf ] 


経年変化
ベルギーのデータは、全国レベルでまとめるのは難しく、サービス内容もデータの入手可能性も地域によってかなり差がある。しかし、地域生活に関する基本権庁の調査結果[footnoteRef:52] を参考にすると、2017年現在でも、多くの施設型サービス（1つの建物に30～100人もの人々を収容）が、子ども向けにも大人向けにも存在していることは明らかである。これらの中には、様々な障害のある人々を対象とするものもある（ただし、1つのサービス内で異なる障害のある人が混在することはない）。入手できたデータを以下に要約する。
 [52:  See synthesis report https://fra.europa.eu/sites/default/files/fra_uploads/2017-10-independent-living-mapping-paper_en.pdf and the Belgium  country background report downloaded from https://fra.europa.eu/en/country-data/2017/country-studies-project-right-independent-living-persons disabilities-summary] 

障害のある大人
	障害のある大人の主な傾向
・ 比較可能なデータがないため、全国的な傾向を示すことは難しい。
・ しかし、2006年と比較して、居住ケア施設の室数は減少しておらず、増加の可能性もある。
・ パーソナル・アシスタンスを利用する人の数は依然として少ない。


2018年、ベルギーのドイツ語圏では、自立生活（一人暮らしまたは最大4人の障害のある人との同居と定義）をしている人が42人いるという事実はあるものの、データがないことが指摘された[footnoteRef:53]。フランダース（Flanders　訳注　ベルギー北部の地域。フランドル地域とも呼ばれる。）では、2017年に24,200人を対象とした予算が報告され、そのうち20,882人が障害に特化したサービスや施設を利用しており、パーソナル・アシスタンスを利用するための予算を使用しているのは1,800人だけであると報告された。ブリュッセルでは、新しい居住センターの建設により、施設サービス（institutional services）を利用する大人の数が増加したと報告された53。20の施設に409人の大人がいた。26人が個人予算を持っていた。ワロン（Wallonia　訳注　ベルギー国土の南半分を占める地域。）では、2016 年のデータによると、383人の障害のある人が個人予算を持っていた53。349の障害のある人向け入所およびデイサービスがあり、合計8,928人が利用しており、3,521人が102の大人向け居住ケアサービス、2,089人が52の青少年向け居住ケアサービス、484人が32の大人向け夜間入所サービスに入所していると報告されている。これらの施設はすべて30室以上の規模である52。 [53:   Leyseele, Evelien (2019). ANED 2018-19. Task 1.2 Living independently and being included in the community. Country: Belgium. ANED. Available at:  https://www.disability-europe.net ] 

入手可能な最新のデータでは、サービスの種類や施設の規模を明確に分けることはできないが、ベルギー全土で少なくとも27,385人が居住ケアを利用しているようである。これは、2006年の推計では、同じようなタイプの施設に少なくとも18,011人の入所が可能であったことと比較できる（入手可能なデータはフランダース地域とワロン地域のみで、知的障害者については最も正確であった）[footnoteRef:54]。 [54:  Beadle-Brown, J. and Kozma A. (2007). Deinstitutionalisation and community living – outcomes and costs: report of a European Study. Volume 3: Country  Reports. Canterbury: Tizard Centre, University of Kent. Available at: https://research.kent.ac.uk/tizard/research-projects-archive/] 


精神保健問題を抱える大人
	精神保健問題を抱える大人の主な傾向
・ 精神科病院や老人ホームの長期入院病床数は大幅に減少しているようである。
・ 支援付き生活の場（supported living arrangements）のベッド数は増えているが、それぞれの場で一緒に暮らす人数も増加している可能性がある。



2011年には、70の病院に13,429床の精神科長期入院ベッドがあり、12の精神科特別養護老人ホーム（psychiatric nursing homes）に3,286床があると報告されている[footnoteRef:55]。また、36の病院に990の老年精神科病床があり、38の病院に168の夜間ケア病床（night care bed）（うち42は小児用）があると報告されている。最後に、45の団体が715カ所で3,899人に支援付き生活の場（1カ所は最大10室）を提供していると報告されている。2016年には、この数字が88の異なるユニットで4,347人に増加した[footnoteRef:56]。2016年には、病院の精神科病床数は5,339床へと大幅に減少し、平均在院日数は95日であった。精神科特別養護老人ホームの数は増加しているようだが（12から40へ）、全体の室数（2,943）は減少しており、平均在院日数は167日であった。
 [55:  Kozma, Ágnes; Petri, Gábor (2012). Mapping Exclusion: Institutional and community-based services in the mental health field in Europe 2012. OSF and  MHE. Available at: https://mhe-sme.org/wp-content/uploads/2017/11/mapping_exclusion_-_final_report_with_cover.pdf]  [56:   Turnpenny, Ágnes; Petri, Gábor, Finn, Ailbhe, Beadle-Brown, Julie; Nyman, Maria (2017). Mapping and Understanding Exclusion: Institutional, Coercive  and Community-Based Services and Practices across Europe. MHE, Tizard Centre. Available at: https://mhe-sme.org/wp content/uploads/2018/01/Mapping-and-Understanding-Exclusion-in-Europe.pdf ] 

子ども（障害のある子どもを含む）
	子ども（障害のある子どもを含む）の主な傾向
・ 詳細なデータはないが、居住ケアの場にいる子どもの数は減少ではなく、むしろ増加している。
・ 詳細なこれには、保護者のいない移民の子どもたちの増加で説明できる部分もあるが、居住ケアのもとにいる障害のある子どもの数が大幅に減少しているようには見えない。
・ 詳細な子どものために個人予算を利用している家庭は比較的少ない。



ユーロチャイルド（Eurochild）が収集しまとめたデータ[footnoteRef:57]によると、フランス語圏とフラマン語圏（Flemish　訳注　フランダース地方で使われるオランダ語の諸方言で、ベルギーの公用語のひとつとされている。）の13,500人の子どもが施設ケア（institutional care）のもとにいる。フランス語社会では、372人が3歳未満と報告されているが、これには病院で暮らす約300人の乳児は含まれていない。5,583人の子どものうち2,031人が障害のある子どもだった。ブリュッセルでは、489人の障害のある子どもが13の居住ケアの場で生活していると報告されている[footnoteRef:58]。フラマン語圏では、466人が5歳未満であり、居住ケアのもとの7,917人の子どものうち7,286人が障害のある子どもだと報告されている。ANEDの報告書56は、「多機能センター」と呼ばれる施設には7,215人の子どもたちが少なくとも一度は入所していると報告されているものの、どれくらいの期間入所しているのかは完全には明らかになっていないことを強調している。 [57:  Eurochild (2018). Opening Doors for Europe´s Children. Belgium. Available at https://www.openingdoors.eu ]  [58:  Leyseele, Evelien (2019). ANED 2018-19. Task 1.2 Living independently and being included in the community. Country: Belgium. ANED. Available at:  https://www.disability-europe.net ] 

オープニング・ドア（Opening Doors）の報告書は、ベルギーでは障害児施設の室数が増加し、新たな施設の建設が続いていると結論づけている。移民の子どもたちの増加がその一因かもしれないが、他の子どもの施設は閉鎖されておらず、子どもの個人予算は5年待ちである。ベルギーの地域生活に関するANEDの報告書によると、フランダースでは679人の子どもが個人予算を受けている。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子どもたち
2018年には、750人の庇護希望者が保護者なし、または分離された移民の子どもとみなされた[footnoteRef:59]。ピーク時（2015年）には2,545人の保護者のいない子どもが庇護を申請した。宿泊施設に関しては、保護者なしの子どもはまず「観察・オリエンテーションセンター」と呼ばれる特別なセンターに滞在し、年齢、脆弱性、将来的に適切と思われる宿泊施設の選択肢を確認する[footnoteRef:60]。1カ月後、彼らは「庇護申請者のための第二次受け入れ・宿泊センター」に移動し、庇護が認められるか18歳になるまで生活する。これは50室から80室の施設で、ブリュッセルにある。庇護が認められた場合、半独立住宅に移るが、これ以上の情報は提供されていない。
 [59:  Eurostat data on Unaccompanied Migrant Children. Available at: https://ec.europa.eu/eurostat/web/products-datasets/-/tps00194 ]  [60:  International Humanitarian Aid. Young Refugees living in reception & accommodation centres in Brussels. Available at:  https://www.sboverseas.org/2019/12/01/report-young-refugees-living-in-reception-accommodation-centres-in-brussels/ ] 

ホームレス
過去10年間にベルギー全土でホームレスが大幅に増加し、ブリュッセルでは2006年以来100％増加している。2016年には3500人近くがブリュッセルでホームレスとなった[footnoteRef:61]。追立てによってホームレスが増加したが、その主な原因は、給与の上昇を上回る住宅価格の上昇と、生活費の高騰による一般的な債務超過であると指摘されている。しかし、施設ケアに入所しているホームレスの数に関する情報はほとんどない。 [61:  Homeless World Cup Foundation. Global Homelessness Statistics. Belgium. Available at: https://homelessworldcup.org/homelessness-statistics/] 


高齢者
ベルギーの高齢者向けサービスの利用者数と規模に関するデータは、2013年のものしか入手できなかった[footnoteRef:62]。公営の高齢者ホームの利用者数は42,300人弱、民間（営利）ホームの利用者数は47,000人弱、非営利の高齢者ホームの利用者数は54,500人強であった。平均規模は71～104室であった。
 [62:   Eurofound (2017), Care homes for older Europeans: Public, for-profit and non-profit providers, Publications Office of the European Union, Luxembourg.] 


長所と改善すべき事項
長所
・ 強制退去の件数は増加しているが、ベルギーはホームレス予防に関連した良い事例を提供している。例えば、追立てを予防するために、そのリスクのある人々のために働くスタッフを配置したり、ホームレスの社会的インクルージョンと自信を育むためにベルギー・ホームレス・カップ（BHC: Belgian Homeless Cup　訳注　ホームレス状態の人が一生に一度だけ参加できるストリートサッカーの世界大会である、ホームレス・ワールドカップ（Homeless World Cup）がある。ベルギーでは、ベルギー各地の28チームで構成されるユナイテッド・ベルギー（Younited Belgium）という組織が活動している。）を利用したりしている[footnoteRef:63]。 [63:  Baptista, Isabel; Marlier, Eric (2019). Fighting homelessness and housing exclusion in Europe. A study of national policies. Brussels, Publications office of European Union. Available at https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/2dd1bd61-d834-11e9-9c4e-01aa75ed71a1/language-en] 

・ 2014年、保護下にあるが滞在許可を与えられていない、保護者のいない移民の子どもたちを支援し、18歳になる前に逃亡するリスクを減らすために、「私の未来（My Future）」プロジェクトが設立された。このプロジェクトは、専門的で集中的な訓練、情報提供（主に自発的な帰還、不規則な滞在、他国への移住に関するもの）、個人およびグループ指導の3つの要素で構成されている[footnoteRef:64]。
 [64:   EMN (2018). European Migration Network Approaches to Unaccompanied Minors Following Status Determination in the EU plus Norway. Synthesis Report for the EMN Study] 

改善すべき事項
・ベルギーの連邦および国の政策は、脱施設化を明確な目標として掲げていない。地域密着型サービスへの進展が遅いのは、少なくとも部分的には、地域密着型の支援よりも居住型ケアを優先しているように見える助成制度にも原因があるように思われる。資金制度で起こる逆インセンティブに対処し、脱施設化のための国家的リーダーシップを発揮することが、今後の優先課題である。
・障害のある子どものためのサービスは、いまだにその大部分が施設内で提供されている。そのような施設の室数は増加し、新たな施設の建設が続いている。この状況を改善するためには、家族支援と里親制度の強化に取り組むことが不可欠である。


デンマーク

法律、政策、制度における主な進展
障害のある大人
　デンマークでは、1998年の社会サービス改革によって施設ケア（institutional care）が廃止された。住宅手当と社会手当は分離され、居住地に関係なく社会手当を利用できるようになった。しかし、このような政策が必ずしも小規模で地域ベースのサービスに常につながってきたわけではない。30人、60人の集合住宅型のホームも例外的とはいえない。最も新しいものは、2016年の政府方針「障害者政策に関する声明（Handicappolitisk redegørelse）」140で、自立した生活を送り、社会に組み込まれ、住む場所を選ぶ権利があると明記されている。

精神保健上の問題を抱える大人
　政策は、ほぼ30年にわたって施設で提供される精神科ケアのシステムを地域ベースのサービスに変えることに重点を置いてきた。サービス提供は県と市町村に分割されている。しかし最近は、一般的な管理上の課題とともに、サービスが組織的に断片化していることが報告されている141。

子ども（障害のある子どもを含む）
　親に養育されていない子どもは、他の家族と同居するか、一人一人が個室を持つ施設に入所する。ほかに、社会教育的な居住施設や、小規模で民営の施設もある142。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
　デンマークの外国人法には、子どもからの亡命申請の取り扱いに関する特別な規則は含まれていない。保護者のいない子どもは、最終的な申請審査とその後の亡命許可を得るには、他の亡命希望者と同じ条件を満たさなければならない。しかし、子どもは特に弱い立場にあるグループと見なされている。申請が処理されている間、子どもたちはデンマーク赤十字によって、特別な訓練を受けた職員がいる特別収容センターに収容される143。

ホームレス
　デンマークでは、ホームレス問題は住宅問題と社会問題の両方の結果として広く理解されている。2009年以降、「住宅第一」（Housing First）のアプローチは、脆弱な若者のホームレス化防止、さらには複数の社会的・健康的問題を抱えるホームレスの人が恒久的な住居に再び入居できるようにすることに、重要な役割を果たしてきている144。

高齢者
　高齢化に対するデンマーク政府の中心的なアプローチは、高齢者ができるだけ長く自分の家で暮らすことである。デンマークの法律は、市民に提供される支援は居住形態ではなく、個人のニーズによって決まるものという前提に立っている145。






経時的な変化
障害のある大人
障害のある大人の主な傾向
・サービスの分類と説明の方法に問題があるため、明確な傾向を特定するのは困難である。
・障害のある人、特に知的障害のある人のための、大規模な居住サービスが今でも存在している。


　2007年から2012年にかけて、データ収集システムが変更されたが、施設内の大人の数は約1,000人しか変化していないことが見られた146。2016年と2017年のデータは他の年に比べて信頼性が低いことが指摘されているが、2016年と2018年の間にはほとんど変化がなかった。しかし、障害を持つ大人は10〜50室の規模の居住ケア施設（residential care settings）で生活している可能性があることが指摘された。2018年には、24,700人がさまざまな規模の住宅（residential housing）で生活していると報告され、その大半（17,900人）は知的障害者であった。また、7,100人が精神保健上の問題を、2,800人が「深刻な社会的問題」を抱えていると報告された。各種類の施設（setting）の規模に関する情報は入手できず、サービス（利用者グループに関することも含む）についても必ずしも明確ではなかったが、DECLOC報告書147（訳注　EU加盟国とトルコで実施された調査報告書 「DECLOC: De-institutionalisation and community living: outcomes and costs　脱施設化と地域生活：成果とコスト」）は、2006年には約30,000人の大人（高齢者は含まない）が何らかの形態の居住ケア施設（residential care institution）にいたと報告している。FRA（Agency for Fundamental Rights　欧州基本権機関）の2017年の「自立生活」国別背景報告書（Independent Living country background report）148では、相当数のサービス形態において、依然として100室を超える施設のいくつかが含まれていることが浮き彫りにされた。障害グループごとに分類することも、以前のデータではできなかった。そのため、時系列的な傾向に関して確固たる結論を導くことはできない。

精神保健問題を抱える大人精神保健問題を抱える大人の主な傾向
・ サービスの分類と説明の方法に問題があるため、明確な傾向を特定するのは困難である。
・ 精神科の長期療養病床に入院している人は非常に少ないと報告されているが、地域社会の居住ケア施設（residential care settings）には、依然として7,000人以上の精神保健問題を抱えた人がいると思われる。

　2012年149、デンマークには長期治療対応の精神科施設がないと報告された。大規模なグループホームやクラスター・ハウス（訳注　一般に4棟以上の建物が一つに集まって建てられる住宅。）も存在するが、精神保健問題のある人の大半は自宅で支援を受けている。しかし、精神障害（psycho-social disabilities）のある人のための老人ホーム（nursing homes）20施設（規模は15から300室の範囲）には合計約3,000室があった。グループホーム120棟には1,500室があった（5から20室まで）。

　2017年150には、30の一般病院と精神科専門病院に2,739のベッドがあり、平均在院日数は16日と報告された。地域密着の住宅サービスに関する2012年のデータがある。その時点では、2,035人が数年滞在できる一時的な宿泊施設（813カ所）に預けられ、2,406人が滞在期間に制限のない367の施設に預けられたと報告されている。これらの施設に関するそれ以上の情報は得られなかった。しかし、上記の障害のある大人の項で述べたANED（Academic Network of European Disability Experts　欧州障害分野専門家学術ネットワーク）のデータによると、2018年には7,100人が大小さまざまな住宅（residential housing）に住んでいた。

子ども（障害のある子どもを含む）子ども（障害のある子どもを含む）の主な傾向
・ 2006年以降、施設（institutions）に入所している子どもの数は減少しているが、2011年以降、変化の速度は鈍化しているようである。

　2019年のANEDの自立生活に関する報告書151によると、2017年には2,405人の子どもが入所施設（residential institutions）に、1,982人の子どもが社会教育施設（social educational establishments）に入所していた。障害児専用施設（institution specifically for children with disabilities）に入所していると報告された子どもは250人に過ぎないが、その他の環境にいる子どもたちの少なくとも何人かは、障害を持っている。2016年のデータでは、施設への入所には、強度行動障害（challenging behaviour）（52％）、自閉症またはADHD（20％）、精神保健問題（2％）、その他の障害（5％）であることが反映しているようであった。2011年以降、ほとんど変化はなかった。これは施設、居住サービス、社会教育サービス、寄宿学校に1万1,000室（places）以上の受け入れ枠があった2007年（DECLOC報告書）の報告よりも大幅に少ない。しかし、大人の場合と同様、子ども向けサービスの規模には大きなばらつきがあり152、たとえば、2014年に「居住施設」として記録されたサービスの規模は、1～5室から100室以上まで多岐にわたっている。これは「社会住宅（social housing）」、「グループホーム」、「避難所」と呼ばれるサービスでも同様である。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
　2018年、保護者のいないあるいは引き離された、移民の子どもと思われる亡命希望者は240人だった。ピークは2015年の2,125人であった。2018年には153、「亡命を求めている保護者のいない子どもは、一時的な滞在許可を受けないことになったが、成長して亡命手続きを受けられるようになるまでは難民センター（asylum centre）に滞在する」と報告された。亡命が認められた後、市町村と青少年は、どこに住むべきかを決定する。16～17歳未満の場合は、里親を紹介されることもあるが（フルタイム、または施設に滞在する場合は週末や休日）、多くの場合は施設入所（通常はデンマークの養護児童と同じ）か、青少年向けのシェアハウスが紹介される154。

ホームレスの人ホームレスの人の主な傾向
・ ホームレスの人は時間の経過とともに増加しているが、ほとんどの人が何らかの形で住居（accommodation）を確保している。
・ 施設（institutions）にいるホームレスの人はわずかに減少した。

　2017年のデンマークのホームレスの人は6,635人155と推定され、2009年から1,600人（32％に相当）増加した。最も増加したのは18歳から29歳の人々であった。少なくとも39人の子どもがホームレスであることがわかっている（5人は親がいない）。ホームレスの5分の1は移民または移民の子どもや孫であった156。この増加には次の2つの要因が関与していると考えられている。1)住宅価格の上昇と適切で手頃な価格の住宅の不足、2)精神科治療の削減。

　2017年と2019年の間157には、次のような増加があった。野宿する人（506人から648人に）、ホームレス・ホステルにいる人（1,952人から2,217人に）、ホテルなどの一時的な宿泊施設にいる人（88人から165人に）。友人や家族の家に一時的に滞在している人（1,086人から2,177人に）。わずかに減少したのは、緊急避難所にいる人（夜間を避難所で過ごす人。355人から305人）、医療機関（2017年は149人）にいる人の数は13％減少し、刑事施設（2017年は68人）にいる人の数は21％減少した。

高齢者
[bookmark: _Hlk173410715]　デンマークの高齢者向け施設の経年変化に関するデータは入手できなかった。入手可能な唯一のデータは2016年のもので158、その時点では公営のケアホーム（care homes）が925、民間の営利施設が9、非営利施設が136、その他が28であった。ケアホームの規模に関するデータは入手できなかったが、より多くの入居者をもつ大きなホームに向かう傾向があることが指摘された。デンマークの人々は、アクセシビリティやアクセスに関する問題を報告することはほんのわずかであった。


長所と改善すべき事項
長所
・ デンマークは、住宅の排斥（exclusion）に対処するための「住宅第一」のアプローチにおいて強い伝統を持っている。このアプローチは、障害のある人を居住ケア（residential care）から地域密着型サービスに移行させるなど、他の分野にも有益な影響を与える可能性がある。
・ フィンランドで開発された「開かれた対話方式（Open Dialogue method）」（訳注　1980年代から実践され、統合失調症、うつ病、引きこもり、発達障害などの治療に成果をあげている。）は、デンマークでも実施され成功を収めている。この方法の目的は、深刻な精神保健上の問題を抱える人々と、その人が選んだ友人、介護者、家族、医療チームのメンバーとの定期的なミーティングを通じて、自己決定を高めることである。

改善すべき事項
・ デンマークでは脱施設化が完了したと報告されている。しかし、いまだに多くの障害のある人が施設的な住宅（institution-like housing facilities）に住んでおり、中には50人規模の施設もある。このような施設では、自立した生活を送り、社会にインクルージョンされ、自分の人生を選択する機会は限られている。さらに、デンマークの市町村は、30人から60人、あるいはそれ以上の定員の住宅施設（housing facilities）を建設し始めている。このような施設ケアモデルへの逆行傾向を疑問視する政策措置は行われていない。特に障害のある大人の施設再入所化を防ぐために、この問題に今すぐ取り組む必要がある。
・ ホームレスへの支援は断片的である。パーソナル・コーディネーター制度は、いま進められている、援助をより総合的なものにするための社会法改正の一環として導入されるべきである。加えて、手ごろな価格の社会的住宅計画を開発することに重点を置けば、いまだ居住施設に住み、施設収容化されていることの多いすべての人々に恩恵をもたらすであろう。

――――――――――――――――――――――
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フィンランド

法律、政策、制度における主な進展
障害のある大人
　フィンランドでは、障害のある人の大半が地域で暮らしている。複雑なニーズを持つ人や高齢の障害者は、より施設的な入所施設で暮らす可能性が高い。2010年、政府は2020年までにすべての施設を閉鎖するという政策を採択した178。

精神保健問題を抱える大人
　フィンランドは、EU内で精神保健問題の発生率が最も高いと推定されている179。過去20年間、社会保健省は、地域ベースのサポートを開発し、特に精神保健問題を抱える若者の排斥を防ぐことを目的としたいくつかの戦略とプログラムを採用してきた180。

子ども（障害のある子どもを含む）
　障害児の脱施設化プロセスは大人の場合と同様、進んでいない。知的障害のある子どもや、精神保健ニーズがある子どもは、いまだに施設に入所している181。

ホームレス
　フィンランドはホームレス予防対策の国家計画（PAAVO I 2008-2015、PAAVO II 2012-2015、AUNE 2016-2019）を採択し、実施している。この計画は、「住宅第一」（Housing First）の原則を標準化し、シェルターを賃貸住宅に置き換えることで、長期的なホームレスの減少を目指すものである。フィンランドは、国のホームレス対策の実施状況を定期的にモニターしている数少ない国のひとつである182。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
　保護者のいない16歳未満の子どもや引き離された子どもは、グループホームに収容される。16歳以上の子どもは、生活支援施設（supported living units）に収容される。グループホームや生活支援施設で暮らす子どもたちは、社会的・経済的支援を受け、医療サービスを利用できる183。

高齢者
　高齢者に関しては、欧州連合理事会がフィンランドに対して国別勧告（CSR: Country Specific Recommendations）を出し、長期介護制度の改正と実施を奨励している。


経時的な変化
障害のある大人
	障害のある大人の主な傾向
[bookmark: _Hlk174804984]・ 現在、ほとんどすべての障害のある人が地域社会で暮らしているが、その多くは、個人予算（personal budget　訳注　お金または券が行政から当事者にいき、当事者がそれを使ってサービスを受ける補助金方式）とパーソナル・アシスタンスを自宅で利用するのではなく、小規模なグループホームで暮らしている。
・ 大規模な居住サービス（larger residential services）に残されるのは、知的障害のある人が多い。











　フィンランドでは184、1980年代から2000年代にかけて、障害のある人の脱施設化が急速に進み、施設が大抵は小規模グループホームという形の、地域での住宅サービスに置き換えられていった。だが、2000年代以降、そのプロセスは減速した。2010年には、2020年までにすべての施設を閉鎖するという約束のもと、DI（脱施設化）プロセスが再開された。2010年には、居住ケア施設に1,934人の知的障害者がいたが、2015年には1,093人に減少し、2017年には739人になったと報告されている。知的障害者についてのデータしか入手できなかった。この変化は、いまやいわゆる「DI（脱施設化）の第2波」に焦点を当てていると報告されている。すなわち、人々はグループホームの形から脱し、どこで誰と一緒に住むかの選択肢を持ち、地域社会への積極的参加者であるとしている国連権利条約第19条に、より則った地域生活への変化の波である。

精神保健に問題を抱える大人
精神保健に問題を抱える大人の主な傾向
・ データからは、精神科病院に長期入院している人の数や、支援を受けて生活している人の数を（経年的に）比較することはできない。
・ 比較的大規模な地域密着型居住サービスの利用者数は3,000人近く増加した。






　2011年には185、390人の精神保健問題を抱えた人々が、2つの精神科病院で通常12ヶ月あるいはそれ以上入院していた。さらに340人が一般病院の精神科病棟で生活していた。地域に根ざした居住型支援のいくつかは、10〜20室（places）の大規模なグループホームで提供されている。これらは、日中のみのサポート（n=2,694人）、または24時間サポート（n= 2,504人）であった。2010年には、約半数の人々（5,000人）が支援付き生活（supported living arrangements）（1～3人用）を利用していた。（訳注　何に対する「半数」なのか不明。）

　2015年に186、精神科病院または総合病院付属病棟で、2015年に治療が終了した患者は23,431人であったと報告された。2015年12月31日に治療を受けていた患者は3,012人であった。平均在院日数は31日で、年齢層は全年齢にわたっていた。長期病床数はとくに分けて報告されていないが、10％の患者が90日以上の長期治療を受けていると報告されている。さらに、2015年12月31日現在、24時間介助の精神科リハビリテーション・グループホームには4,344人、日中介助のみの精神科リハビリテーション・ホームには3,456人の利用者がいた。2015年については、支援付き生活（supported living arrangements）の利用者数は不明であった。

子ども（障害のある子どもを含む）
　フィンランドでは、障害の有無にかかわらず、子どもの状況についてのデータは限られている。唯一のデータとして、障害者専門家の学術ネットワーク（ANED: Academic Network of Disability Experts） （2019年）の国別報告書がある。そこでは、2017年に施設にいた障害のある子どもは173人で、これは2015年には194人であったため、子どもに対する（訳注　脱施設化の）プロセスは大人ほど進んでいないと指摘されている。施設に入所している子どもは、知的障害や自閉症スペクトラムの子どもで、強度行動障害（challenging）と言われる行動をとる傾向があった。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
　フィンランドでは、2017年7月に470件の亡命申請（asylum applications）（家族とともに到着した子ども50人、保護者のいない子ども20人、女性140人）が受理され、2016年1月以降、保護者のいない子ども385人が亡命申請していた187。フィンランドは、ギリシャなど他国からの家族や子どもたちの移住受け入れを申し出ている数少ない国のひとつであり、保護者のいない子ども（移住しようとしている子ども全体の90％）38人に家を提供している。これには結婚している子どもも含まれている。

　移民に関する報告書188は、市町村には保護者のいない子どもに割り当てる場所が不足しており、それが受け入れの遅れにつながりかねないという問題があるとも報告している。保護先が見つかるまでや、保護申請手続き中の居住地は、報告書では明らかにされていない。しかし、M.カウッコとU.ウェルネショー（Kaukko, M., & Wernesjö, U.）（2017）の研究論文189では、保護者のいない子どもが一時収容施設（reception center）で生活していることが確認されている。フィンランドの移民ウェブサイト190では、これらの一時収容施設がグループホームまたは保護者のいない子どものための支援住宅であることが明らかにされているが、それ以上の詳細は入手できなかった。

ホームレス
ホームレスの主な傾向
・ ホームレスの人数は全体的に減少している。
・ ホームレスを理由に医療機関に入院している人はいない。






　2017年、フィンランドには7,112人のホームレスがいると報告された。そのうち411人が野宿で、355人がホステル、516人が施設、5,503人が家族や友人と暮らしていた191。これらの人々は2009年には8,000人を超えていた。フィンランドは、国民のホームレスが減少した唯一のEU加盟国であった。しかし、移民であるということは特にホームレスと関連しており、2013年から2017年にかけてホームレスの移民の数が増加していた192。2009年以降、施設で暮らすホームレスの数も減少しており、宿泊施設不足のために医療機関に入所している人の数は最少である（2018年は0人）。このカテゴリーの人は主に、刑務所出所者で住む場所のない人に関連している。この人たちは、2018年には713人であった。2018年には、238人が野宿をしたり、夜間シェルターを利用したりしたことがあり、2,326人（データが入手できなかったヘルシンキを除く）が一時的に友人や親戚の家に身を寄せていた。

　このように減ってきたのには、手ごろな価格の住宅への重点的な投資と、住宅手当による賃貸利用への支援が重要な役割を果たしたものと思われる。

高齢者
高齢者の主な傾向
・ 保護付き住宅（sheltered housing）など、地域に密着した居住ケアの選択肢がある。
・ 2004年から2014年の間、居住ケアの利用者の数は増加している。






高齢者向けサービスの経時的な変化についての情報は限られたものしかない。しかし、2014年には、24時間対応保護住宅（sheltered housing）および居住サポート住宅（residential home）で暮らす高齢者数は、公営のもので29,519人、民営のもので18,771人であった193。保護住宅と居住サポート住宅それぞれの入居者数は入手できなかった。2004年から2014年の間に、保護住宅と居住サポート住宅に住む人の数は、民営のサービスでは約60％、公営のサービスでは約50％増加した。（訳注　保護住宅 sheltered housing は、高齢者や障害のある人向けに設計された宿泊施設で、多くの場合、いくつかの共用施設があり、管理人がいる。居住サポート住宅 residential home は、居住する高齢者や障害のある人に対して、専門職が世話をする住居。）


[bookmark: _Hlk172389912]長所と改善すべき事項
長所
・ フィンランドはここ数十年でホームレスが減少した唯一の国である。採用した成功戦略の教訓は、特に住居の提供について、障害のある人が地域社会でより自立した生活を送れるようにするための支援など、ホームレス以外の領域での成功に役立つ情報になるだろう。
・ 2020年までに残りの障害者施設を閉鎖するという政府の強い約束がある。このビジョンは、地方レベルでの施設廃止の実践に具体化されている。脱施設化のプロセスが最近遅れている主な理由が認識され、これらを克服するための計画がある。

改善すべき事項
・ 障害のある人に対する否定的な態度が、脱施設化のバリアとなっているとの報告がある194。障害のある人の自立した生活と地域社会への参加を促進するために、意識向上と研修が提案されている195。
・ いわゆる「新施設化（neo-institutionalisation）」が一部のグループホームで観察されている。元の施設が閉鎖された後でも、一部のグループホームでは施設的慣行が行われている。居住施設で働くスタッフの能力開発活動は、そのような施設文化が続くことの防止を目的として体系化されなければならない。

――――――――――――――――――――――
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[bookmark: _Toc315932]フランス

法律、政策、制度における主な進展
障害のある大人
法2005-102「障害のある人の権利と機会の平等、参加と市民権（Equal rights and opportunities, participation and citizenship of persons with disabilities）」は、障害者サービスの原則の一部として、社会のあらゆる分野へのインクルージョン、選択の自由、地域社会への参加を定めている。しかし、自立した生活を送る権利は、フランスの法的規定には明記されていない。
さらに2018年、フランス政府はインクルージョンに向けた約束を強調する障害者戦略を採択した。同戦略は、教育と雇用の優先事項と目標、および障害のある人の社会参加と自律を支援するための支援技術（機器）の開発における優先事項と目標を設定している196。

精神保健問題を抱える大人
フランスには、もはや国家的な精神保健計画はない。精神保健と精神医療は、省庁間のレベルで管理され、通常の事業となっている（mainstreamed）が、日々の責任は地域の「保健領域」のレベルにある。このため、政策、資源、精神保健サービスの提供において、地域間の大きな格差が生じている。2011/2013年の法改正以降、一般的な懸念としては、長期入院率の高さ、非自発的入院や強制治療の増加、地域社会での強制治療、後見人制度などが挙げられる197。さらに、欧州の障害者団体のグループは、フランスがすべての障害のある人に家族や地域社会で暮らす権利を与えていないだけでなく、移動の自由を効果的に利用して人々を追放していることについても懸念を表明した。フランスでのサービス不足を考慮し、一部の障害のある人とその家族はベルギーでの支援サービスを選択した。2016年、障害のある5,653人の大人と1,459人の子どもがベルギーの居住ケアに入所した198。

子ども（障害のある子どもを含む）
支援を受けるための行政手続きは長くかかり困難であるという報告が続いており、その結果、一部の親は意欲をくじかれ、自分や障害のある子どもの、支援を受ける権利を放棄してしまう。スティグマ（汚名）も問題であると報告されている199。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
フランスは、国境に到着した保護者のいない子どもや移民の子どもに対し、国際法およびEU法で定められた人権を保護する特別な保護措置を与える義務を負っている。これらの子どものために特別に用意された受け入れ施設は、監督、カウンセリング、社会的支援を提供している。また、こうした子どものニーズを特定し、対処する責任もある。

ホームレス
フランスは、宿泊施設と住宅へのアクセスに関する省庁間代表団（DIHAL: Délégation interministérielle à l’hébergement et à l’accès au logement）が監督する「住宅第一」プログラムを通じてホームレス問題と闘うための5カ年計画を採択した。地域開発省は、一般的な再入居プログラム、「住宅第一」プログラムの責任者であり、監視の責任者でもある。ホテル/B&B（訳注　B&B: Bed and Breakfast　宿泊と朝食をセットにした低価格の宿）やホステルは、家族に対応するために広く利用されている。法律により、定住資格の取得を待っている、あるいは取得過程にある国籍のない人が、仕事や社会的住宅部門の宿泊施設を利用することはできない。その結果、家族はしばしば、過密状態の住宅や社会復帰センター、あるいは標準以下のホテルに数カ月から数年間も収容される200。

高齢者
フランスの長期介護制度は長年にわたり大きな批判を受けており、大幅な改革が必要であると指摘されている。リボー報告書（Libault Report）（2019年3月）は、フランスの介護制度に必要な改革を定めている201。これは3つの重要領域に焦点を当てている。例えば、在宅でより長く支援されるための在宅現金給付を可能にする資金制度の再編成、既存のサービスの改善と居住ホームと老人ホーム（residential and nursing homes）の2万人分の新規増設および在宅介護だけでは対応できないより多くの支援を提供する新しいタイプの地域密着型サービスの開発、在宅で高齢の親族を介護する人々へのより良い支援である。このような提言の実施には費用がかかるため、これらが実施されるかどうかはまだわからない。


経年変化
障害のある大人
	障害のある大人の主な傾向
・ データを時系列で比較するのは容易ではないが、国連CRPDの導入以降、施設的な居住ケアのもとで暮らす大人の数が増加していることは明らかである。
・ フランスでは地域ケアの提供はまだ限られている。



2014年、専門サービス（specialist services）によって「世話」されている（”taken care of”）大人の数は約281,500人と報告されている202。そのうち172,308人が専門施設（specialist institutions）で生活している（残りは日中のみ施設に通う）。これは、267,300人が支援を受け、161,284人が専門施設で生活していた2010年から増えている。自立して生活していると報告された人は少数であったが、これが何を意味するのかは明確でなかった。施設の種類によっては、ほぼ100％の人がそこで生活している。（訳注　意味が分かりにくいが、特定の機能障害・疾患のある人のほとんどは施設で暮らしているということ、と思われる。）フランスのFRA自立生活背景国別報告書203によると、フランスで利用可能な居住サービスのほとんどすべてが30室（places）以上の規模である。このデータでは障害グループ別の内訳は不明であり、このデータに障害のある高齢者や精神保健問題を抱える人が含まれているかどうかも不明である。 
2016年には、専門ケアハウス（MAS, Maisons d'acceuil specialise）の具体的なデータが入手可能であった。当時、28,337人が688のMASで支援を受けており、91％の人がそこで生活していた。これらの施設はすべて30室以上で、平均は41室である。2016年のMASの室数は、約15,000であった2007年204よりも大幅に増加しており、約7,000室が知的障害者用、1,000室強が身体・感覚障害者用、1,000室強が精神保健問題のある人用、5,000室弱が混合障害者用であった。2007年に確認された主な4種類の施設サービスの室数は、約78,000であった。 

精神保健問題を抱える大人
	精神保健問題を抱える大人の主な傾向
・ 精神保健問題を抱えた人々の詳細な経年比較は不可能である。しかし、精神保健問題を抱える人々のための居住サービスは、依然として施設的な性格が強い。


上記の「障害のある大人」で述べたように、精神保健問題を抱える人々は、知的障害のある人や身体障害のある人と同じタイプのサービス（時には同じサービス）に収容されていた。タイプによって利用できるデータが異なるため、直接比較することはできない。
2012年205、90の公立精神科専門病院に27,900人が入院していて、1病院あたりおよそ100室であると報告された。（訳注　原文には「病室（places）」とあるが、脚注にあるpdf文献を見ると、これは「利用者数（number of service users）」となっている。以下も同。）入院患者の19％が1年から5年、23％が5年以上入院していると報告されている。また、さまざまな規模の138の民間の非営利医療機関には、6,100人が入院していた。その入院期間は1～5年が18％、5年以上が25％であった。最後に、9,000人が198の総合病院の精神科病棟に入院していたが、入院期間は不明であった。また、重度の精神保健上の必要性がある人々がベルギーで収容される傾向があり、安全な居住型集中ケア精神科施設に200の追加病室が設けられた（2013年までにほぼ650室となった）ことが指摘された。社会的ケア施設に入所している人々のデータは2012年には入手できなかった。
2017年206、ベルギーでの国外入所は依然として問題であり、また多くのサービスは依然として混合障害者グループ向けであった。しかし、4,480の社会的ケア施設における146,610室のうち、13～32％が精神保健問題を抱える人によって利用されていると報告されている。これらのサービスのほとんどすべてが、30室以上の施設であった。精神科治療のほとんどは、精神科病院または総合病院の精神科病棟（約55,000室）で急性期に提供され、平均在院日数は30～40日と報告されている。しかし、これらの病院に入院した人の約5％は1年以上入院している。これは年間約15,000人の入院患者に相当する。

子ども（障害のある子どもを含む）
	子ども（障害のある子どもを含む）の主な傾向
・施設（institutional settings）で暮らす子どもや若者の数は、ほとんど変わっていないようである。そのほとんどは教育施設である。しかし、4,350人以上の子どもたちが、教育機関ではない施設で暮らしている。



データは特に明確ではないが、2014年207、約10,000人の子どもが学校ではなく、特別な施設に「保護」されていると報告されている。このうち4,352人が施設で生活していると報告されている。この数は2010年には4,264人であった。すべての児童向けサービス（教育的要素を含むものと含まないものの両方）の規模は30室以上であった208。多くの児童ケア施設は、障害種別に分けられていた。このデータでは、教育的な環境で生活している子どもの数は不明である。
それ以前の数字（2007年のDECLOC : De-institutionalisation and community living: outcomes and costs　「脱施設化と地域生活：成果とコスト」など）では、入所と通所とで分けることはできず、また、すべての異なるタイプの施設を合算していたが、13万人近くの子どもたちが施設を利用していると示唆されていた。フランスの2017年FRA自立生活背景国別報告書209では、学校も含め、あらゆるタイプの環境における定員の50％から60％が入所型であることが示唆されている。2017年に訪問した国連特別報告者の報告書210では、約10万人の障害のある子どもが依然として施設ケア（institutional care）で生活していることが示唆されている。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
2018年、同伴者なしまたは引き離された移民の子どもと公式にみなされた子どもは740人211で、2009年より増加していた。しかし、フランスは割り当てられた数の子どもすべては受け入れておらず212、受け入れた子どもには本来あるべき社会的保護213が提供されず、年齢が疑われることを理由に支援サービスから追い返された子どもが多かったと指摘されている。宿泊施設に関する情報はほとんど得られなかったが、一部の子どもが（フランス北部のキャンプを含む）受け入れセンターに収容され、その他の子どもが全国各地の児童ホーム（children’s homes）に収容されていることは明らかであった。ユニセフの報告によると、特にフランス北部のキャンプでは、子どもの環境は非常に劣悪であった。他の場所に移送された子どもは、カレー（Calais　訳注　フランス北部の都市。ドーバー海峡の英仏海峡トンネルのフランス側の口がある。2015年、ここに難民キャンプがおかれ、イギリスへの密入国を目指す難民や移民らが集まっている。このキャンプは「ジャングル」と呼ばれ、不衛生な環境と食料不足が懸念されている。）のキャンプに戻り、非常に危険で違法な手段でイギリスを目指そうとした。その多くはホームレスとなり、野宿することになる。2018年、ヒューマン・ライツ・ウォッチ（Human rights Watch　訳注　世界各地での人権侵害を調査し、政府や企業、国際機関に提言を行う人権NGO。1978年設立）は、約200人の保護者のいない移民の子どもがパリで野宿していると報告した214。

ホームレス
フランスでは2012年に141,500人がホームレスになっていると報告されている。これは2001年から50％近く増加している。2012年にフランスの都市で約103,000人の大人が何らかの形で緊急宿泊施設や炊き出しを利用しており、その中には約30,000人の子どもも含まれている215。「ホームレス・住宅排斥との戦いの報告書（Fighting Homelessness and Housing Exclusion）」 (2019) 216は、フランスの最新データがないことを指摘しながらも、2012年には8,000人がシェルターなしであったと報告している。危険因子には、子どもの頃に保護された経験があることなどが含まれ、ホームレスの理由は、約3分の1が経済状況、ほかの3分の1が家庭状況に関連していた。ホームレスの増加は、少なくとも部分的にはフランス語を話さない人々の増加によると解釈された。生活状況に関しては、以下のことが報告されている：
・ 30%は協会が提供する住宅で生活
・ 3分の1は保護センター（shelter centre）に日常的に滞在
・ 12%は緊急シェルターに滞在（朝にはその晩の宿泊場所の保証のないまま退去が必要）
・ 16％はホテル（その30％はパリ地域で生活）
2012年以降、この状況がどのように変化しているかについての情報は得られなかった。

高齢者
	高齢者の主な動向
・ 2007年から2011年にかけて、高齢者向けケアホームの規模（訳注　1カ所当たりの利用者数）は拡大した。
・ これ以上の最新情報はない。



フランスでは、2007年から2011年にかけて、高齢者向け居住ケアホームの数はほとんど変化していない217。実際、わずかな減少である。しかしケアホームの利用者数はわずかに増加しており、特に民間の営利施設では利用者数が約25％増加している。施設の規模は、民営のケアホームでは70室、公営のケアホームでは90室以上と幅があった。2007年から2011年の間に、ケアホームの定員（capacity）は5％増加し、全タイプの平均定員は68人で、約10,500の施設に約720,000人がいた。最新のデータはない。


長所と改善すべき事項
長所
・ 現在の政府方針は、障害のある人に提供されるサービスの近代化を目指しており、障害のある人が自身の生活のあらゆる面に関わることができるよう、柔軟性があり、個人のニーズに合わせられ、地域社会に根ざしたものにしようとしている。自立生活の発展を目的とした財政支援も増加している。
・ フランスには、「住宅第一」アプローチに焦点を当てたホームレス対策戦略がある。まだ完全には実施されていないが、この政策は、本レポートが対象としている6つのグループの「ホームレス」以外のグループの、「住宅排斥への闘い」に対しても、また潜在的には（potentially）、施設サービスからより自立した生活環境への移行に対しても、有益な機会を提供する可能性がある。（訳注　6つの対象グループとは、「EU加盟27カ国の施設ケアから地域密着サービスへの移行に関する報告書」の導入部分「概要」に示されている、「障害のある大人」、「精神保健問題を抱える大人」、「子ども（障害のある子どもを含む）」、「保護者のいないあるいは引き離された移民の子ども」、「ホームレス」、「高齢者」のこと。また、「住宅排斥への闘い」とは脱施設化策の一つである。）

改善すべき事項
・ 政策目標は地域生活の方向に向いているが、障害のある子どもや大人、精神保健問題を抱える人々、高齢者に対するサービスの提供は、いまだに大規模な入所施設に大きく依存している。フランスでは「施設」（institution）という言葉の使い方が異なるため、入手できたデータを解釈するのは難しいが、サービスに関する記述から、存在するサービスが施設的なものであることは明らかである。「政策」だけでなく、「行動」を確実にパーソナル・アシスタンス・モデルの開発へと向かわせ、短期的には、地域社会に分散（1つの敷地に集中させずに）した小規模な居住ケア施設（6人以下）を整備することが、フランスにおける脱施設化の課題を前進させるために重要であろう。
・ ホームレスの緊急宿泊施設の質は依然として低い。優先すべき対策は、子ども連れの家族の宿泊にホテルの部屋を使うのをやめ、「住宅第一」戦略を実施することである。このためには、より手頃な価格の社会的住宅への出資が必要となるが、他のグループにとってもメリットがある。

――――――――――――――――――――――
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ドイツ

法律、政策、制度における主な進展 
障害のある大人
社会扶助制度（社会法典Sozialgesetzbuch XII参照）、「障害者統合支援（Eingliederungshilfe für behinderte Menschen）」（社会法典XII第53条ff. 参照）、介護保険（Long Term Care Insurance）（社会法典XI参照）は、地域密着支援の原則に基づいており、一般的に障害のある人に施設型支援か在宅型支援かを選択する権利を与えている。（訳注　社会法典　Sozialgesetzbuch（SGB）は第I部から第XIV部に分かれてそれぞれが別冊になっている。これらは2024年に更新されており、本レポート作成時のものとは内容が異なっていると思われる。例えば上記のXII第53条ffは見当たらない。しかし詳細は不明なので、ここでは原文のままとしておく。）しかし、他の規制（「高額費用制限（higher cost reservation）」など）により、障害のある人、特に重度の障害のある人は、地域密着型サービスの方が高額な場合、施設型ホームに入所せざるを得なくなることがある218。

精神保健問題を抱える大人
地域精神医療は全国で利用可能であるが、クリニックと民間の精神科開業医が、外来支援の主要な形態である。最近の政府の改革は、より利用しやすい地域支援の開発を目指しているが、資金が減少しつつあるため、有意義な改善が危ぶまれている219。 

子ども（障害のある子どもを含む）
子どもの権利に関する2019年ユーロチャイルド・セメスター報告書（Eurochild Semester report on the rights of children）220は、障害のある人とない人のための政策と制度が分離していることが大きな問題を生み出していると認識し、現在の社会法典第8部（Sozialgesetzbuch VIII）の改革を歓迎している。子どもや障害のある子どもは、主に、1）子どもの保護、2）障害のある人のリハビリテーションと参加、3）社会扶助という特定の法的枠組みを通じて支援され、保護されている221。ドイツ政府は、「社会的・文化的背景や障害・制限による差別、不利益、いじめ」の影響をかなり受けている子どものニーズを考慮するよう求められている。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども 
ドイツに入国する保護者のいない子どもや青少年は、青少年福祉制度（Kinder- und Jugendhilfe）によって保護される。宿泊は、通常の青少年福祉施設か、保護者のいない未成年者のために特別に設計された施設で提供されることがほとんどである。しかし、収容能力の不足と職員の能力の低さ（特にトラウマを抱えた保護者のいない未成年者222への対応に関して）が課題として指摘されている。

ホームレス 
ホームレス支援サービスの提供は国レベルで一律に規制されておらず、国レベルのホームレス支援戦略や計画もない。移民はホームレスの増加と関連している。しかし、ドイツの住宅政策は見当違いであり、貧困やホームレス問題への適切な対応とは言えないと批判されている223。 

高齢者 
1994年、介護保険制度（long-term care insurance scheme）の成立によって、民間事業者による介護保険サービスが可能になった。2008年の介護サービス強化法（Long-term Care Enhancement Act, Pflegeweiterentwicklungsgesetz）は、在宅介護の強化を目的とし、この改革の過程で、家族介護者が利用できる支援サービスが追加された。さらに2011年からは、すべての認可介護施設を毎年モニタリングし、評価結果を公表している224。


経年変化 
障害のある大人
	障害のある大人の主な傾向 
・ 施設に入所している正確な人数を時系列で比較することは、ドイツでは不可能であった。しかし、障害のある人の大多数が、特に重度の障害のある人を中心に、いまだに入所施設で支援を受けていることは明らかである。 
・ 大規模な居住環境（最大約100人の）はまだ存在する。



2017年末現在、ドイツには約780万人の重度障害のある人がおり、そのうち911,106人が何らかの形で個別ケースサポート（individual case support）を受けている225。その60％強が施設内で、残りが施設外で支援を受けていると報告されている。2016年以降、個別ケース支援を受ける人の数は2％弱増加している。ANED（Academic Network of European Disability Experts　欧州障害分野専門家学術ネットワーク）の報告書では、個別ケースサポートの大半が「自立した生活」のために行われており（66万6,000人強）、28万8,500人弱が保護作業所（sheltered workshops）で働くために給付を受けていることが強調されている。しかし、その時々で異なる用語が使われ、居住ケア（residential care）、自立生活（independent living）、施設（institutions）などの記述が明確でないため、これらの数字を解釈するのは難しい。ドイツの自立生活に関するFRA（European Union Agency for Fundamental Rights　欧州基本権機関）の背景報告書226は、2014年において、「居住ホーム」（residential homes）と呼ばれるサービスは、知的障害のある人や精神保健問題を抱える人々に対しては、1つの敷地内に1室（place）から100室まで、身体障害のある人や感覚障害のある人に対しては、6室から100室までと様々であることを強調している。「小規模グループホーム」（small group homes）と呼ばれるサービスも存在することが確認されており、施設の規模はその一部でしかわからないが、小さい傾向にある。しかし、これらのさまざまなタイプの施設に入居している人数や、施設の規模別の人数は不明であった。より重度の障害のある人々は、依然として施設に直接収容されることが多い227。
2010年からの変化は、入手可能なデータが少ないため、確定できない。2007年228では、全国レベルのデータは入手できず、同様の種類のサービス規模が報告されているものの、本レポートに含めるには十分な信頼性があるとは考えられなかった。

精神保健に問題を抱える大人
	精神保健に問題を抱える大人の主な傾向 
・ データが不足しているため、比較が難しい。しかし、精神保健問題を抱える多くの人々が、いまだに大規模な施設や居住ケアの場で生活しているようである。



2012年229、ドイツの精神科クリニックには、合計6万近い病室（places）があると報告された。精神科病院の平均在院日数は患者あたり23日であったが、2007年には、精神科病院には最大20,000人の長期入院患者がいると推定されていた230。さらに、大規模な居住ホームの場（residential home settings）では約4万人の利用者がいると報告されている。2010年には、81,094人231が支援付き生活（supported living arrangements）を利用していた。しかし、そのうちの何人が精神保健問題を抱えた人々であったかは不明であり、また、これらの環境の性質も説明されていない（例えば、これらは地域の普通の家屋での真の自立生活であったのか、それとも障害者用集合アパートであったのかは不明である）。 
2017年232、一般病院には長期精神科病床がなく、精神医療は急性期病院の病床、コミュニティセンター、多専門分野チームを通じて地域で提供されていると報告された。長期の入院精神医療は77の司法精神科病棟でのみ提供されており、そこでは12,000人強が生活していた。しかし、自分自身や他者にとって危険とみなされた人々が収容される可能性のある89の保護施設（asylums）もあると報告されており、精神保健問題を抱える多くの人々が、依然として社会的ケア施設（social care institutions）や介護／看護施設（care/nursing homes）で暮らしている。FRAの自立生活国別報告書233は、2014年においても、精神保健問題を抱える人々のための大規模な精神科施設、リハビリテーション・サービス、移行サービスが存在し、その規模は1人から100人であることを強調している。

子ども（障害のある子どもを含む） 
ドイツでは（障害の有無にかかわらず）子どもの状況に関するデータはほとんどない。 

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
2018年、保護者のいない子どもとみなされた庇護希望者は4,000人強だった234。これは2009年の3倍以上である。しかし、2015年には22,000人以上、2016年には36,000人近くと大幅に増加していた。生活状況に関する情報はほとんど得られなかったが、保護者なしの子どもと思われる人がいた場合に通常どうなるかのプロセスに関するガイダンスによると、保護者なしの子どもは、親族のもとで暮らす（国内に親族がいる場合）か、里親に預けられるか、庇護施設（asylum）235に収容される。それ以降の情報は得られなかった。 

ホームレス 
ドイツでは、ホームレスと住宅排斥に関する公式な国家統計や定期的な国家報告制度はない。しかし、連邦ホームレス支援協会の推計によると、2016年のドイツのホームレス数は86万人であったが、2015年から2016年にかけて難民が流入し、統計に含まれるようになったため、この数はわずか2年間で150％増加した結果である。難民がいなければ、ホームレスの数は33万5000人から42万人の間であった236。約5万2,000人が路上で生活しており、ホームレス増加の主な原因のひとつは（移民による人口増加とは別に）、特に都市部における手頃な価格の住宅の不足であった237。ドイツ国民、特に低所得者にとって、住宅費は生活費のかなりの割合を占める。さまざまなタイプの環境に収容されている（ホームレスの）人々の数に関する統計はない。

高齢者 
	高齢者の主な動向 
・ 高齢者向けケアホームの数は、特に民間部門で増加している。 



ドイツでは、2009年から2015年にかけて、高齢者向けケアホームの数が全体的に増加した238。これは特に民間のケアホームで顕著で、1万ホーム強から1万3,000ホーム強に増加し、公営のケアホームは554ホームから599ホームに増加した。ケアホームの利用者数に関するデータは入手できなかった。しかし、公営または非営利の事業者が運営するケアハウスのほとんどが60室から150室であるのに対し、民間の営利ホームの50％は10室から50室であった。 


長所と改善すべき事項
長所
・ ドイツの政策全般は、脱施設化と地域密着型サービスの拡大を支援している。連邦参加法（Federal Participation Act）は、自立生活サービスを全国的に拡大する方法について明確な指針を示している。パーソナル・アシスタンスを利用できるにすることが推奨されている。 
・ ザクセン住宅協同組合（VSWG: Verband Sächsischer Wohnungsgenossenschaften）は、高齢化する住民のニーズの変化に対応するために、住宅協同組合、研究機関、およびザクセン協同組合の住戸の改修を行う企業の参加するネットワークを運営している239。 そこで開発・試験された環境支援型生活技術・システムは、健康、安全、快適、余暇の側面を住宅に結びつける。

改善すべき事項
・ ほとんどの対象グループの生活状況に関するデータがない。このデータは、施設ケアの費用や地域密着型サービスに割り当てられた財政に関する情報を含むものである。すべての州で一貫したデータを収集する全国レベルのデータセットを開発することは、地域密着型サービスの進展を監視するのに有用である。これは、重度の障害のある人の施設収容を維持しようとする制度上の逆のインセンティブを考えると、特に重要である。 
・ より多くの社会的住宅および手ごろな価格の住宅を開発するシステムなど、ホームレス戦略または住宅ニーズに対応する戦略の改善が必要とされる。これは、ホームレス問題を減少させるだけでなく、障害や精神保健問題を抱えた人々に対して、施設以外の住む場所の選択肢を提供することにもつながる。

――――――――――――――――――――――
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アイルランド

法律、政策、制度における主な進展
障害のある大人
アイルランドの脱施設化戦略「集合的な場からの離別の時（Time to Move on From Congregated Settings）」は2011年に発表された292。この戦略では、7年以内にすべての集合的な場を閉鎖し、新たなサービスは4人以下とするという目標が設定された293。しかし、この目標は完全には達成されなかった294。アイルランドには「国家障害者インクルージョン戦略（National Disability Inclusion Strategy）2017-2021」もあり、居住施設から脱却し、精神保健問題を抱える人々への地域密着型サービスを強化する意向が示されている。

精神保健問題を抱える大人
2006年に発表された「変革ビジョン」戦略では、より強力な地域密着型サービスの開発、「リカバリー・モデル」（recovery model　訳注　病気の回復のみに目を向けるのではなく、本人の強さや特徴に目を向け、自分で選んだ人生の目標に向かって進めるようにするという考え方。）による取り組み、サービス利用者の参画の促進など、アイルランドの精神保健サービス改革計画が打ち出された。全国的な学際的なモバイルチーム（訳注　事前に評価したニーズや状況に応じて、専門家チームが要支援者の居宅に出向いて介入するサービス。）の増加という形で一定の進展はあったが、全体的には精神保健サービスの変革という点では進展がなかった。

子ども（障害のある子どもを含む）
従来、障害の有無にかかわらず子ども向けのサービスは、一貫性のない方法で発展してきたため、サービスの「郵便番号くじ（postcode lottery　訳注　異なる居住地域間のサービス等の格差・差別。郵便番号が異なればサービスも宝くじのように当たりはずれがある、という意味。）」状態になっていた。支援は、子どもの居住地や障害の性質によって大きく左右される。2000年に法律が導入されて以来、プライマリーケアサービスだけでなく、子どもの障害ネットワークチームも、障害のある未成年者に包括的な支援を提供するために設置されてきた。2005年障害者法は、障害児のための公共サービスや施設へのアクセスを改善する権限をオンブズマンに与えている。全国育児スキーム（National Childcare Scheme　訳注　保護者に養育費を支援する制度。）も関連している。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども 
アイルランドは、不法移民の状況にある人に移住資格を与えるための明確でアクセシブルな、正式な手続きがないという問題など、移民の子どものニーズに対応するための包括的な法的枠組みを欠いていると報告されている295。

ホームレス 
アイルランドのホームレス対策には、「アイルランドの再建：住宅とホームレス問題行動計画（Rebuilding Ireland: Action Plan for Housing and Homelessness）」と「住宅第一全国実施計画（The Housing First National Implementation Plan） 2018-2021」の2つの主な戦略がある。アイルランドは国家ホームレス対策の実施状況を定期的に監視している国の最良の例である296。

高齢者
「全国ポジティブ・エイジング戦略」（National Positive Ageing Strategy, NPAS 2013）は、政府や社会全体で、加齢に関連する政策やサービス提供に取り組むための協力の枠組みを提供している。この戦略には、参加への障壁を取り除き、年齢を重ねた人々が、そのニーズ、嗜好、能力に応じて、地域社会における文化的、経済的、社会的生活のあらゆる側面に継続的に参加できるよう、より多くの機会を提供するという国家目標が含まれている297。 


経年変化 
障害のある大人
	障害のある大人の主な傾向 
・ 2006年以降、集合的居住ケアサービス（disabilities living in congregate residential care services）で暮らす障害のある人の数は大幅に減少している。 
・ 2011年から2017年の間に、障害のある人のための集合的居住ケアの室数は41％減少した。  
このような環境にまだいるのは、主に知的障害のある人である。 



2017年298、少なくとも2,370人の障害のある人がまだ集合的環境（すなわち10人以上が同居）で暮らしていた。現在も集合的居住ケアで生活している人の大半は知的障害のある人で、その4分の1強は50歳から59歳であった。知的障害だけのある人の場合、27,985人が（何らかの）サービスを受けていると報告されている299。大多数は家族と同居していたが、7,530人がフルタイムの居住支援（residential support）を受けていた。このうち2,005人は居住センター、4,389人（58％）はコミュニティ・グループホーム（法律で4人までと制限されている）、4.3％は自立生活の場（independent living setting）で暮らしている。
この全体的な数字は、2011年の「次ステップへの進行（Time to Move on）」戦略で報告された集合的な場にいる人数4,000人よりも減少している。これらの数字には、自閉症者のための居住センターや精神保健施設で暮らす障害のある人、老人ホームで暮らす障害のある人は含まれていない。例えば、2017年には、精神科病院に139人の知的障害のある人がいたことが知られている（2016年は148人）。
これに対し、2006年300には、9,369人の障害のある人が居住ケアサービスの場を利用し、その大半が11室以上で、30室以上も多かった。8,000人強が知的障害のある人で、317人が子ども、6,937人が18歳から66歳の成人、1,291人が65歳以上の障害のある人であった。

精神保健に問題を抱える大人
	精神保健に問題を抱える大人の主な傾向 
・ 入手可能なデータが時期により異なり、比較を困難にしている。しかし、精神保健問題を抱える人は、精神科サービスでの滞在期間が短くなっているようである。 



2004年には、3分の1弱の患者が5年以上入院しており、その半数近くが高齢者（65歳以上）であった。17％が12ヶ月以上5年未満入院していた。2006年301では、精神保健ニーズのある人への精神科サービスや支援に関するデータはほとんどなかった。2012年302では、63の精神科医療認定施設（主に精神科長期入院病院と精神科急性期病棟）に約3,000人が入院していると報告されている。
2016年303、居住ケアは依然として主に精神科病院やケア病棟で提供されていると報告された。病院や病棟は27あり、そこに平均177日滞在し（ただし、何人かの個人データが全体データの歪みを起こしている ― 滞在期間の中央値はわずか12日である）、年間3,000人弱が入院している。また、2016年には6つの民間病棟に4,253人が入院し、平均滞在期間は1カ月を超えていた。2014年には、約1,500人が1ユニット25人までの115の「コミュニティ住居」（community residences）で生活しており、多くの人が数年間そこで暮らしている。また、一般病院には1,000床強の急性期病床があり、平均在院日数は1ヶ月近い。生活支援サービス（supported living services）に関する情報はほとんどないが、2011年には約800の生活支援ユニット（supported living units）があったと報告されている。 

子ども（障害のある子どもを含む） 
	子ども（障害のある子どもを含む）の主な傾向 
・ アイルランドでは、集合的な場（congregate settings）で生活する子どもはほぼ完全に減少しているようである。しかし、データが不完全なため、この傾向を確かめるのは難しい。 



[bookmark: _Hlk175239214]2017年304、アイルランドで集合的な場で生活していると報告された子どもはわずか11人であった。しかし、この数字には自閉症専門センター、寄宿制学校（residential schools）、精神科病棟にいる子どもたちは含まれておらず、なぜこれらの子どもたちがいまだにこれらの環境で暮らしているのかはわかっていない。2006年には、317人の子どもたちが、ほとんどが11人以上の規模の集合的居住ケアサービスに住んでいると報告されている。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子どもたち 
アイルランドで保護者なし、または引き離された移民の子どもとみなされる庇護希望者の数は、2008年の100人から2018年には15人に減少した305。EU移民児童報告（EU Children in Migration report）306においてアイルランドは、保護者のいない移民の子どもを小規模な居住センターや里親に預ける優れた実践を行った国として、2016年にEUに注目されている。

ホームレス
2018年1月には、9,000人強の人々がホームレスの宿泊施設を利用しており、これは2016年から59％増加した。2019年3月25日の週に収集されたデータによると、10,378人がホームレスであり、そのうち3,800人強が子どもで、家族数は1,733だった。この総数は2015年307からほぼ250％増加しており、アイルランドにおけるホームレスの数は過去最高水準にある。アイルランドではホームレスの監視に狭い定義が用いられていることから、これは過小評価である可能性が高い。2016年4月24日には都市部の路上で128人が野宿しているのが発見され、2018年11月27日にはダブリンだけで156人が路上で野宿しているとカウントされたが、野宿している全体の人数に関する情報は入手できない。
ほとんどの国と同様、賃貸市場の管理といった予防措置の欠如や、社会的住宅の不足（2008年以降大幅に減少）がホームレス増加の主な要因と見られている。家族レベルでは、民間賃貸住宅の解約や夫婦関係の破綻が主な要因と考えられている。ホームレス対策のための最近の戦略の影響はまだわかっておらず、ファミリー・ハブ（Family Hubs　訳注　子どものいる家族を総合的に支援する機関）の開発など、いくつかの対策は批判を浴びている。これらのハブは、26のハブ（うち22はダブリンにある）で600家族以上を収容することができ、ホテルやB&B（Bed and Breakfast　訳注　宿泊と朝食を料金に含む、小規模な低価格の宿泊施設。）に代わる短期の緊急宿泊施設として意図されたものであるが、家族はここで約6ヶ月間生活している。

高齢者 
	高齢者の主な動向 
・ 居住ケアの定員増は、主に民間老人ホーム（nursing home）のベッド数を増やすことで達成された。
・ アイルランドの老人ホームは、他の多くの国に比べて小さい傾向がある。



1998年（15,000床）から2015年（30,000床）の間に、高齢者向け長期病床数は倍増した。これは主に民間（主に営利目的）セクターの成長によって説明される。2003年から2014年の間308、民間ケアホームの室数は2003年の14,946から2014年の22,343へとほぼ50％増加した一方、公営の老人ホームの室数は26％減少した。しかし、実際の民間ケアホームの数は、408ホームから437ホームへと7％しか増えていない。
2015年には、民間の営利ホームが439ホーム、民間の非営利ホームが17ホーム、公的ホームが121ホームとなった。このことは、新たなサービスを開発するよりも、既存のホームの規模を拡大することで、定員を増やしていることを意味している。このことは、2014年の民間老人ホーム年次調査の結果にも表れている。調査回答者は、翌年までに平均19室を増設する意向を示していた。民間ホームの方が環境は良いと評価されているが、より遠隔地にあり、地域社会の施設としてはアクセスしにくい傾向がある。ホームの平均規模は約50室であった。
居住ケアに代わる選択肢についての情報はほとんどなかった。


長所と改善すべき事項
長所
・ アイルランドは、地域密着型サービスの策定と体系化に関する明確な目標と指針により、脱施設化を政策的に強く打ち出している。アイルランドはまた、障害者サービスの監視と戦略的計画策定を可能にするデータベースを長年にわたって確立しているヨーロッパでも数少ない国のひとつである。
・ アイルランドにおける保護者のいない移民の子どもたちへの支援は、家族の再統合や家族で生活できる宿泊施設に対する法的支援など、優れた実践として強調されている。アイルランドにおける移民の子どもたちの権利を擁護し、彼らが直面している問題を特定し、彼らの状況を改善するために法律や政策立案者に働きかけようと、「子どもの移民問題（Child Migration Matters）」プロジェクトが立ち上げられた309。

改善すべき事項
・ 政策として強く確立されてはいるものの、脱施設化の進展は近年鈍化している（特に知的障害のある人について）。その一因として、資金調達の遅れが指摘されている。家賃水準のコントロールや、より手頃な価格の社会的住宅の開発など、住宅戦略の策定に目を向けることは、すべての対象集団にとってプラスに働く可能性が高い。
・ アイルランドの保育の主流モデルは市場型であり、保育料が高額で、質のばらつきがあり、子どもの発達ではなく健康と安全の問題に重点を置いた規制システムになっているという意見もある310。自閉症の子どものための特別施設や寄宿制学校など、より施設的なタイプの子ども向けサービスは、利用可能なデータには含まれていない。より複雑なニーズを持つ集団のために、新たな施設ケア分野が広がらないようにすることが不可欠である。

――――――――――――――――――――――
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イタリア

法律、政策、制度における主な進展
障害のある大人と，精神的健康問題を抱える大人
[bookmark: _Hlk174555607]　イタリアは1978年に国の精神保健施設（state mental health institutions）を廃止した。しかし、施設サービス（institutional services）は、障害のある人、特に知的障害者、精神保健上の問題を抱えた人々、高齢者に対するサービスのモデルとして、いまだに受け入れられている。障害者の状態に関する国家監視委員会の第2回隔年障害者国家行動計画（The Second Biennial National Action Programme on Disability）には、施設ケア（institutional care）の結果としての孤立と隔離に取り組む措置が含まれている311。ただし、一部の地域が地域生活モデル（community-living model）に関連する法的措置を承認あるいは準備していることは注目されているとはいえ、医療・福祉サービスの地方分権化（regional responsibility）により、提供されるサービスにはばらつきがある。

子ども（障害のある子どもを含む）
　特に教育において、社会から疎外された子どもを含めるというイタリアの伝統は、1970年代にまでさかのぼる。しかし、インクルーシブな環境の中で障害のある子どもが経験する微小な排除（micro exclusion）を根絶するには、まだ進歩が必要である。子どもの権利委員会は2019年、特に幼い子どもたちや知的・精神的（psychosocial）障害のある子どもの状況の監視を改善する必要があると指摘している。委員会はまた、「障害のある子どもやその代表団体と協議しながら、適切な政策やプログラムを実施するために必要な、効率的な障害診断システム」を開発するよう勧告した。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
　近年、イタリアは地中海ルートでヨーロッパに向かう移民や難民の主要な入口となっている。一般的に、イタリアの法律では、子どもは家族から引き離されるべきではなく、受け入れ体制は家族が一緒にいられるよう努めるべきであるとされている。実際には、父親が他の家族から引き離され、別の施設に収容されたケースがいくつかある312。亡命希望者としてSIPROIMI（Sistema di protezione per titolari di protezione internazionale e per minori stranieri non accompagnati　国際保護者および同伴者のいない外国人のための保護システム）に収容された保護者のいない子どもは、保護された後の継続居住の最長期間が設定されている唯一のカテゴリーである313。子どもの権利委員会が発表した総括所見2019314には、移民の子どもが最初に到着した場所で速やかに確認され、保護者がいない場合や引き離されている場合には、速やかに子どもの保護当局に引き渡されることを確保するための措置が盛り込まれている315。

ホームレス
　市町村は、ホームレス問題に関連するサービスや介入策を計画、管理、提供する責任がある。サービス提供の仕組みは、地域によって大きく異なる。緊急および／または一時的な宿泊施設を提供する伝統的なアプローチが依然として主流だが、住宅主導のプログラムや高度の支援サービスを採用する都市や地域も増えており、「住宅第一」（Housing First）のアプローチは2015年に正式に採用された316。

高齢者
　高齢者に関しては、地域レベルでの民間居住施設の認定に関する規則が実施され、コストの増加につながった。さらに、過去10年間、公的支出と家計の購買力が減少し、サービスの質の水準を下げる一因となった317。


経時的な変化
障害のある大人
障害のある大人の主な傾向　（訳注　原英文は「子ども（障害のある子どもを含む）の主な傾向」とあるが、「障害のある大人の主な傾向」の誤り。）
・  2009年以降、施設ケアを受ける障害のある大人の数にほとんど変化はない。約5万人の障害のある人と精神保健上のニーズを持つ人が施設に入所している。
[bookmark: _Hlk173254053][bookmark: _Hlk173253959]・ 2015年と2009年には、障害のある人（加齢に伴う障害のある高齢者を含む）のわずか3％しか、地域密着型居住施策を利用していなかった。


[bookmark: _Hlk173254128]　2015年318、イタリアでは、医療ケアと社会的ケアの両方を提供する居住ケア施設（residential care facilities）にいる障害のある人は270,500人強だったが、うち97％（262,691人）が施設ケア（institutional care）であり、地域密着型施設（community-based facilities）は3％（7,479人）に過ぎなかった。これは、2009年の269,885人（これも居住ケアを受けている人全体の97％）に対照されるものである。この総数は、2006年に報告された180,000人強（2003年から2005年のデータに基づく）319という数と対照される。施設ケアの定義は時代によって異なるため、直接的な比較はできないが、2003～2005年には、87％の人々が30人以上の施設で生活していた。18%（49,046人）は18歳から64歳の成人で、障害か精神保健ニーズがある。この数は2003～2005年には19％だった。（訳注　18％がいつの数字か不明）。93％が施設ケアに入所していた。

精神保健問題のある大人
メンタルヘルスに問題を抱える大人の主な傾向
・ 収集されたデータや、使用されたサービスごとの説明が異なるため、時系列での比較は難しい。しかし、精神科病院や司法精神科病院（forensic hospital　訳注　触法精神科患者専用の病院）がなくなったとはいえ、精神衛生上の問題を抱えた多くの人々が施設（institutional settings）に収容され、治療を受け続けているのは事実である。


　イタリアは1978年に公立精神病院をすべて閉鎖し、精神保健問題を抱える人々へのサービスの大部分を地域密着型サービスに移行した320。2012年、1,448人の利用者を収容する6つの司法精神科病棟（178～355室）の閉鎖が進行中であった。地域密着型サービスに関する詳細な情報は得られておらず、地域によってかなり差があるが、地域密着型の施設（community-based settings）は約1,370ヵ所あり、それぞれの室数（place）は1室から10室で、約17,500人にサービスを提供していると報告されている。平均滞在期間は不明。

　これに対し、2003年から2005年にかけては、「民間精神科入院施設」321に3,795人、「非病院型居住施設」（Non-Hospital Residential Facilities）に17,138人が入っていた。これらのサービスはとくに精神保健ニーズのある人を対象としている。しかし、少なくとも2万人の精神保健問題を抱えた人々が、他のタイプの住居や主に施設的な場（primarily institutional settings）で暮らしていた。これは、各種の障害ごとの人数が不明な、対象者混合グループ向けのサービス利用者が127,000人以上あったため、過小評価である可能性が高い。

[bookmark: _Hlk173254543][bookmark: _Hlk173254739]　入手可能であった2016年322の情報は、フォーマットの異なる情報だった。専門の精神科病院や司法精神科病院はなかったが、357の総合病院に、評価と治療を主な目的とした急性期病床5,330床があった。平均入院期間は13日弱だった。私立病院の数や、精神的なケアを必要とする人のための社会的ケア施設（social care institutions）の数は不明であった。しかし、社会的ケア施設や民間のケアホームは29,733施設あり、精神保健ニーズのある人々が利用していた。これらの施設での平均滞在日数は756日と報告されている。2015年には、2,271の地域密着型グループホームがあったが、利用者数は不明で、規模やその内容に関する情報も得られなかった。

子ども（障害のある子どもを含む）
子ども（障害のある子どもを含む）の主な傾向
・ イタリアの子どもに関する統計情報はほとんどないが、統計にある情報から判断すると、2009年から2015年の間に施設ケア（institutional care）を受けている子どもの数は減少しているようである。


　障害のある子どもとない子どもに関する情報は、入手可能などの報告書にもほとんどなかった。唯一の情報は、ANED（Academic Network of Disability Experts　障害分野の専門家の学術ネットワーク。　訳注　2007年に欧州委員会が設立した。）の地域生活報告書（2018年）323の貢献によるもので、そこでは、2015年に居住ケア（residential care）を受けていた子どもたち（n=2839）の99％が施設入所（n=2819）であったと報告されている。2009年には3719人が施設に入所していた。2003年から2005年にかけて、年齢内訳のデータが入手できた入所者（144,607人）のうち、18歳未満と報告されたのは1,041人（0.7％）であった。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
　2018年に亡命を申請した人のうち、3,885人が保護者のいない，あるいは引き離された移民の子どもと分類された324。2009年にはわずか575人であった。しかし、他の多くの国々と同様、2015年から2017年にかけて移民の数が劇的に増加し、その結果、保護者のいない移民の子どもの数は2017年にピークに達し、1万人を超えた。

　より高いレベルの数値が、「欧州の移民の子どもについてのメディア報道」325で報告されており、保護者のいない未成年者（イタリアに到着した全移民の子どもの92％）は25,772人という記録がある。2017年には、約15,800人の保護者のいない、または引き離された子どもがイタリアに到着した（新たに到着した子ども全体の91％）。これは相当な数であり、また移住できたのは比較的少ない数なので、受け入れセンターやセンター外のキャンプの状況は非常に劣悪であると言われた亡命手続きに6カ月近く待つ子どももいる。待っている間に逃亡したり、行方不明になったりする子どもたちも多い。2018年12月、正式に登録された保護者のいない子どもや引き離された子どものほとんどが受け入れセンターに収容されていることが報告された326。二次ラインの受け入れセンターは現在、「保護を受けている人や保護者のいない未成年者のための保護システム」の一部になっており、保護者のいない子どもの55％は、直接これらのセンターに入所している。しかし、34％は一次受け入れセンターに収容されており、移民が大量に発生した場合には、一時的な緊急シェルターが設置されることもある。民間の宿泊施設やその他の代替施設に収容されている子どもはわずか4％である。

　ユニセフの2019年12月の報告書327によると、18歳未満の子ども約6,172人（現在イタリアにいる保護者のいない、または親と離れた移民・難民の子どもの94％）が、地域社会を基盤とした施設や里親家庭ではなく、受け入れセンターで暮らしている。これに加えて、5,000人が正式な受け入れサービスから出て行って、行方不明となっている。その多くはホームレスとなり、路上生活を送ることになると報告されている。2019年のヨーロッパの亡命に関する報告書では、新しい法律により小規模な施設やアパートでの受け入れが実質的に維持不可能になるという問題が提起されている328。

ホームレス
　イタリアでは金融危機の際にホームレスが大幅に増加した329。2016年には、ホームレスの人が約51,000人いると報告されており、2011年から3,000人増加している。2017年にはさらに510万人が「絶対的貧困」状態で生活していると推定され、ホームレスになるリスクが高まっている。2016年にホームレスだった人の40%は、4年以上路上生活をしていたと報告されている。安定した仕事の喪失、配偶者や子どもとの別居、健康状態の悪化や障害が、ホームレスになる一般的な理由の主なものであった330。イタリアのホームレス対策は、住宅に焦点を当てた、より構造的で予防的なものではなく、緊急的で一時的なホームレス対策が中心である。とはいえ、住宅への集中的なアプローチの例はいくつかある。しかし、公的・社会的住宅とその開発投資が不足しているので、ホームレスの状況への影響は限定的なものだろうと思われる。

高齢者
　2015年に施設に入所していた270,505人のうち、81％が65歳以上（218,626人）であった331。これは2006年に報告された割合とまったく同じである332。218,626人のうち、98％が施設ケア（institutional care）を受けていた。この両時点において、加齢に伴う障害を持つ高齢者と以前から障害があった高齢者の区別はされていなかった。

[bookmark: _Hlk173254975][bookmark: _Hlk173251526]　イタリアの高齢者向けケアホーム（care homes for older people）に関するデータは、すべてのタイプ（ケアホームと在宅ケア（care homes and home care））を合わせても限られたものである333。調査対象者の80％近くが、居住サービス（residential services）へのアクセスが限られていると回答している。また最近の物価高や2011年に導入された認定制度によって、ホームの質が悪影響を受けたと報告されている。高齢者向け居住ケア（residential care）に関する詳しい情報はない。


長所と改善すべき事項
長所
・ ホームレスに関しては、「成人の深刻な疎外問題に取り組むためのガイドライン」（2015年）が、住宅第一（Housing First）アプローチを公式に採用するとしている。福祉や治療的介入よりも「住居を得る権利」を優先させることで、このアプローチは、イタリアのホームレスに対する社会的・保健的サービスの既存のシステムと比較して革新的であると認識されている334。
・ シビコ・ゼロ（Civico Zero）335は、保護者のいない、あるいは引き離された移民の子どもへの支援の優れた実践例として脚光を浴びている － これは、保護者のいない子どもや引き離された子どもを受け入れ、社会的に疎外された状況にある子どもに対して、法的支援、心理社会的支援、環境への適応指導（orientation）、一時的保護などのサービスを提供する日中の集会所である。（訳注　Civico Zeroは2011年に、脆弱さや困難に直面する若者たちに安全な空間を提供することを目的にローマに開設されたデイセンターである。https://civicozero.eu/chi-siamo/）

改善すべき事項
・ 地域によっては、入所施設（residential facilities）のベッド数が大幅に増加している。さらに、施設収容を防止するための権能が、障害のある人が自由を奪われている精神科施設やその他の居住施設には及ばないという懸念が表明されている336。社会的で手頃な価格の住宅の不足に対応する方法を見つけることは、ホームレス問題の深刻化対応だけでなく、脱施設化の進展も支えることになるだろう。
・ 保護者のいない、あるいは引き離された移民の子どものために、指導付きの自立的な住宅対策とともに、安全で適切な家族または地域社会に根ざした代替手段の提供を促進することが適切である。そのためには、市町村に適切な人的、技術的、財政的資源を提供することが必要，という勧告がある337。

――――――――――――――――――――――
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ルクセンブルク

法律、政策、制度における主な進展 
障害のある大人
脱施設化に関する政府の具体的な戦略はない。国連障害者権利条約実施計画（UNCRPD Implementation Plan） (2012)387は、ある程度の指針を示したが、国連障害者権利委員会は、障害者の脱施設化のための具体的なスケジュールと適切な資金を提供する行動計画が欠けていると指摘した。同委員会はまた、「地域社会におけるすべての障害のある人の完全な自立生活への移行を促進し、確保するための明確な戦略が存在しない」とも指摘している。これは、パーソナル・アシスタンスサービスの欠如や、計画されたサービスが必ずしも第19条に沿っていないという事実に現れている388。

精神保健問題を抱える大人
精神保健に関しては、介護保険による支援は、精神保健問題を抱える人々が自宅で支援を受けることを容易にすると報告されている。コミュニティで提供されるサービスには、個々の状況や選好に合わせた、オープン・エンカウンター（open encounter　訳注　カウンセリングの手法としての集中的なグループ体験の一つで、ウィリアム・シュッツらによって提唱された。）、傾聴、援助、サポート、ケアが含まれる389。

子ども（障害のある子どもを含む） 
ルクセンブルクの子どもの権利は、国内オンブズマンの「子どもの権利委員会（Committee for the Rights of the Child）」390によって保護されている。この委員会は、さまざまな分野の専門家で構成されている。親がいない子どもは通常、養育されるか、養子縁組される。また、障害のある子どもの家庭を支援するための出資も行われており、例えば、最初の2年間家族で生活し、子どもの障害の管理方法を学ぶための支援を受けることができる家族生活ホームの整備が進められている391。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
保護者のいない移民の子どもは、それが彼らにとっての最善の利益とみなされるか、または彼らが公共の安全に対する深刻な脅威とならない限り、強制送還されない。出入国管理法は、保護者のいない子どもを、そのニーズに適応した「適切な場所」に拘留することを明確に規定している392。

ホームレス
「ホームレスと住宅排斥に対する国家戦略（National Strategy against Homelessness and Housing Exclusion）2013-2020」は、ホームレスの予防、恒久的な住居へのアクセス、緊急事態への迅速かつ適切な対応、ガバナンスの強化に関連するさまざまな措置を定めている。これらのアプローチを支える包括的な原則として、「住宅第一」（Housing First）モデルが提示されている393。

高齢者
介護サービス（long-term services）を利用する障害のある人と高齢者は明確に区別されていない。そのため、高齢者のみを対象とした介護制度の動向についての記述は難しい。長い間計画されていた新たな改革が2016年6月に政府によって提案され、2017年に可決された。この改革は、個々のニーズへのより良い焦点の当て方、簡素化された手続きと制度、要支援者の社会的つながりの維持（社会への統合の改善）を保証することを目的としている。この改革は2018年1月1日に施行された。


経年変化
障害のある大人
障害のある大人の主な傾向
・ 詳細なデータはないが、施設に入所している障害のある大人の数は、時間の経過とともに減少するどころか、むしろ増加しているように見える。


2006年には、障害のある人の入所施設（residential institutions）には704室があり、30人未満の施設に410室、30人以上の施設に294室であったと報告されている394。そのうち48室が子ども用であった。2017年の基本権庁報告書395は、入所施設の室数が2010年の791室から2016年には875室に増加したと報告している。

精神保健に問題を抱える大人
2012年396、精神科病院が1つあり、そこには165病室（spaces）があると報告されている。2011年には78人が入院していて、平均在院日数は487日であった。しかし、何十年もそこで生活している人もおり、5年以上の人も15％いた。また、各地域に精神科病棟、精神科サービス、デイサービスを備えた総合病院が少なくとも1つあった。基本的な考え方としては、まず総合病院の精神科で診察を受け、治療に4週間以上かかる場合のみ精神科病院に移ることになっていた。地域には、合計220室の介護付き住宅（sheltered living accommodation）があり、そのほとんどが個人用であり、少人数のグループ用もいくつかある。2014年397には、さまざまな年齢の精神保健に問題を抱える人のための小規模グループホームや介護付き住宅があったが、これらはすべて6室以下の規模であった。最近のデータはない。

子ども（障害のある子どもを含む）
ルクセンブルクには、障害のある子どもに関するデータはほとんどない。2006年には、障害のある子どものための入所施設には48室があった。2014年、ルクセンブルクに関するFRA（European Agency for Fundamental Rights　欧州基本権庁）の背景報告書（background report）398のデータによると、精神保健問題、知的障害、身体障害のある子どものための、小規模なグループホームや「里親ホーム」など、地域密着の居住施設（community based residential settings）があると報告されている。これらのほとんどは、6室から10室の規模である。また、知的障害児専用の小規模グループホームもあるようだが、その規模は一般的に1～5室である。しかし、身体障害のある人のための大規模なホーム（11～30定員室）にも、子どもがいるようだ。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども 
2018年には、保護者なしまたは引き離された移民の子どもとみなされた庇護希望者（asylum seekers）が35人いた。これは2009年の10人から増加した。最大の受け入れは2015年で、105人の保護者なしまたは引き離された移民の子どもが庇護を申請した。2018年、ルクセンブルクは、主に里親によって提供される「家族ベースのケア」（Family Based Care）により、同伴者なしまたは引き離された移民の子どもへの対応における優れた実践例として紹介された399。 


ホームレス 
ルクセンブルクにおけるホームレスと住宅排斥に関するデータは、体系的または一元的には収集されていないが、近年ホームレスが増加していると一般的に報告されている400。現在の数字に関しては、さまざまな調査や情報源がある。最新の数字（入手可能な場合は2018年分、そうでない場合は2007年、2014年、2017年分）によると、データが収集された年に5,104人がホームレス状態にあった。この中には、30人の路上生活者、794人の緊急シェルター利用者、337人の女性シェルター利用者、220人の施設退所後の一時的な宿泊施設利用者が含まれる。これらの数字に加え、2,721人が利用可能な住居がないため、受け入れ／難民センター（reception/refugee centres）に収容されたと報告されている。この中には、国際的な保護下にある1,339人が含まれていた。さらに570人が他のEU加盟国への移送を待つ特別センターで生活し、423人が庇護を拒否され本国送還を待つ収容センターにいた。
ホームレスの原因は、失業・収入減、過剰債務、家賃の支払い困難、人間関係の困難、健康・精神保健・依存症の問題、施設に収容された期間（たとえば長期入院や刑務所）など、他国で報告されているものと同様である。住宅価格の高騰と社会的住宅の不足がホームレスの可能性を高めていると考えられ（これに関するデータは不足しているが）、まずこれらの問題に取り組むことが推奨されている。これまでのホームレス対策は、一時的な緊急シェルターを増やすことが中心だった。

高齢者
ルクセンブルクのケアホームのベッド数（65歳以上の人口1万人当たり85床）は、欧州で最も多い国のひとつである401。ルクセンブルクでは、将来的な必要性の予測が問題となる可能性は高いが、利用可能性の障壁（不足する事態）はそれほど問題とはされていない。質についても、ルクセンブルクでは他の多くの国よりも問題は少ないと報告されている。しかし、施設の規模や絶対的な定員数に関する詳細なデータは得られていない。


長所と改善すべき事項
長所
・ 精神科病棟の分散化プログラムが開始された。入院施設は縮小され、家族的な構造が設けられた。地域密着サービスがさまざまな地域社会で増加している402。 
・ ルクセンブルクは、長期介護の利用しやすさとアクセシビリティにおいて良好な実績を上げている。2017年、利用しやすさ（待機者数の少なさ、サービスの十分さ）とアクセスの面で最も成績の良い国の中に位置づけられた403。

改善すべき事項
・ ルクセンブルクでは、障害のある人の住居と生活の分野における脱施設化が遅れている。重度身体障害のある人のためのパーソナル・アシスタンス制度や在宅介護システムが存在しないため、地域密着型サービスの発展が妨げられている404。
・ ルクセンブルク405では、ホームレスに関する具体的な戦略があるにもかかわらず、社会的住宅の建設の増加や、昼夜を問わず利用できるシェルターやホステルなどの受け入れ施設の分散化において、大半の市町村が関与していないことが報告されている。

――――――――――――――――――
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スウェーデン

法律、政策、制度における主な進展
障害のある大人
[bookmark: _Hlk171761333]　スウェーデンでは、脱施設化のプロセスは完了したと報告されている。障害のある人には、主として自宅でのパーソナル・アシスタンスを通した地域密着型のサービスが提供されている。宿泊施設（accommodation）と支援サービスの組み合わせは、重度・超重度の知的障害のある人など、複雑な依存ニーズを持つ人にのみ提供されている。このようなサービスの主なモデルはグループホームで、人々は個々の居室（individual apartment）を持つが、通常はスタッフを共有するグループとなっている。スウェーデンの法律では、居住サービス（residential services）は、良質なものでなければならないこと、個人の終の棲家であること、施設的な性格を持たないことを定めている582。

精神保健問題を抱える大人
　スウェーデンは1995年に精神保健改革を採択し、1990年代末までに精神保健問題を抱える人々のための長期入院病院や施設のほとんどを閉鎖した。支援は主に自宅や外来で行われている。

子ども（障害のある子どもを含む）
　社会サービスの法律に基づく居住型サービスは、ファミリーホームや、障害のある子どもや若者のための特別なサービスを行うホームで提供される。障害のある子どものいる家庭では、パーソナル・アシスタンスを受けることができ、これは介助者の雇用とみなされ、家族には雇用助成金が入る。しかし、国家扶助手当やパーソナル・アシスタンスではなく、社会サービス関連法の下で児童のための居住の場が与えられている子どもがいることが懸念されている583。（訳注　北欧の福祉サービス制度でのパーソナル・アシスタンスは、障害のある人がヘルパーを直接雇用し、自らマネジメントするもの。）

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
　欧州の他の地域から、保護者のいない未成年の子どもが最近流入してきたため、すべての市町村は、保護者のいない子どもを収容することが義務となっている。政府は、居住している保護希望者や公認申請者の数に応じて、市町村に追加資金を提供している584。

ホームレス
　スウェーデンにはホームレスに関する戦略がない。「住居第一（housing first）」戦略の試験的実施は成功したが、その拡大が課題となっており、290市町村のうち20市町村しか実施に成功していない。新たに入ってきた移民の受け入れを市町村に義務付ける最近の法律は、ホームレス問題に影響を与え始めており、今後も影響を与え続ける可能性がある。総じてホームレスへの対応は、近年遅くなっていると報告されている585。

高齢者
　スウェーデンは、高齢者の在宅ケアに成功した例として賞賛されており、一般的にすべての人が手頃な価格で利用できる。専門的な住宅や老人ホーム（nursing home）もあるが、在宅ケアはどのようなレベルのニーズを持つ人でも利用できる。2014年には、訪問介護スタッフ（home help staff）が65歳以上のほぼ22,000人に支援を提供したと報告されている。また、ほぼ半数の市町村が高齢者に共同食（communal meals）を提供しており、中には、高齢者が自分たちで料理を作れるように、小さなチームにまとめるところもあったと報告されている586。

経時的な変化
　一部の高齢者向けサービスと一部の法医学精神科サービス（psychiatric/forensic service　訳注　精神医学と法律の知見を併せて提供する専門的サービス。例えば、犯罪に関与した精神病患者に対する支援など。）を除けば、スウェーデンの居住型サービスはすべて６室（places）未満の地域密着型である。

障害のある大人
　障害のある人はすべて6人未満の地域密着型の環境で暮らしているが、パーソナル・アシスタンスを受ける資格があるまたは利用している人の数は減少しており、居住ケア施設で暮らす人が増えていると報告されている587。ただし、この変化の程度を示すデータは現在入手できない。

精神保健問題を抱える大人
　2012年588には、精神保健ニーズのある人の入院治療は、すべて総合病院の32,500床の精神科病棟で提供されていると報告された（訳注　OECDのデータベースであるOECD Data Explorerによれば、スウェーデンの精神科病床は2020年に約4000床であった）。法医学精神科治療ユニットには1,113床、小児治療のための専門施設には157床のベッドがあった。長期居住ケアは、精神保健問題を抱える子どもと大人向けの小規模グループホームを通じて提供されていたが、全国レベルで入手可能な集計データはなかった。

　2017年の報告589では、2014年中に総合病院の1,436の精神科ユニットで入院患者ケアが提供され、その82%が1年未満の入院、16%が1～5年、2%が5年以上の入院であった。2015年には毎年1600人の子どもが司法精神科サービスで治療され、2016年には257人の子どもが専門病棟で非自発的治療を受けた。長期居住支援に関するデータは入手できなかった。

子ども（障害のある子どもを含む）
　子ども向けの居住ケア施設はすべて、各施設に5人以下の子どもを収容する小規模グループホームとして説明されている590。

保護者のいない、あるいは引き離された移民の子ども
　2018年には、900人の難民申請者が、保護者のいない、あるいは引き離された移民の子どもであると思われた。これは2007年以来最低の数字である591。2015年、スウェーデンは、保護者のいない移民の子どもを約35,000人受け入れた。子どもは、2016年に虐待（主に職員から）の報告がいくつかあった宿泊施設（ときには大人と一緒）で過ごしており、保護者のいない子どもが行方不明になることが重大な問題となっていた592。子どもは、後見人の割り当てを受けたり、医療職員やソーシャルワーカーに会えるようになるのに数ヶ月待たされることが報告されている。一般的に、難民申請のプロセスは長くかかると説明され、また通訳が利用できるかどうかという問題があった。そのため、子どもはしばしば、自分たちの権利について誤った知識を与えられていた。

　2018年、一時保護施設への収容初期に担当市町村が指定され、後見人が任命されることが報告された。市町村は、子どもと後見人と一緒に、里親の家、子どもの親戚の家（その必要性が適切だと認められれば）、あるいは保護者のいない子どものための特別な宿泊施設など、適切な受け入れ先を決定する。保護者のいない子どもがほかの大人たちと一緒に収容されることはない。また、家族はバラバラではなく一緒に収容される593。保護者のいない子どものための特別な宿泊施設は、一般的に16歳未満またはより集中的な支援が必要な子どもには専門スタッフのいる小規模なグループホーム、16歳以上には一般住宅内のフラット（訳注　複数の階にまたがらない部屋）がある594。

ホームレス
　2017年には、ホームレスと認定された人は32,000人を上回り595、1993年の最初の調査から大幅に増加している（ただし数値は完全に比較できるものではない）。このうち、
・ 647人が路上で寝泊まりし、1,229人が緊急宿泊施設で夜を過ごしていた。
・ 長期居住施設にいる5,838人のうち、1,036人が短期契約との報告がある。
・ さらに3,692人が、ホームレスのためのそのほかの宿泊施設にいた。
・ 5,000人以上が医療施設や刑務所に収容されていた。
・ 343人が非従来型の住居に収容されていた。（訳注　脚注585にあるイザベルほかの文献によれば、非従来型の住居とは、例えばモバイル住居、仮設構造物などである。）
・ 5,726人が住宅不足のため、従来の仮設住宅に滞在している。

　2017年には2011年に比べて、多くの女性、多くの移民、多くの高齢者がホームレスとなった。2017年には、ホームレス人口の3分の2以上が1年以上、10％以上が10年以上ホームレス状態であった。

　スウェーデンでは、（手頃な価格、社会住宅、その他の）住宅の不足が主な原因（訳者補足　ホームレスの増加の）であり、近年の移民の流入によって悪化している。多くの若者や低所得者は、収入面で厳しい条件を課せられているため、賃貸住宅のはしご（housing ladder）　（訳注　住宅のはしごとは、初めて家を賃貸・購入した人が、収入や資産が増えるにつれてより大きな住まいへとグレードアップしていくやり方。）すらできない。

高齢者
　2015年のデータでは、70,800人が公営の、17,103人が民営の、特別住宅やシェルター付き住宅を利用している596。これらの施設の特性の詳細は提供されていないが、民間運営の介護施設（care homes）は一般的に規模が大きく、入居者は自分の部屋や調理設備を利用できる可能性が高いと報告されている。スウェーデンに関するFRA（訳注　European Agency on Fundamental Rights 欧州基本権機関）の自立生活背景報告書597は、高齢者向けのシェルター付き住宅や生活支援施設は11～30室（places）の規模になる傾向があると報告している。しかし、高齢者の中には、6人未満のグループホームなど、若年成人と同様に小規模な施設で暮らす人もいる。


長所と改善すべき事項
長所
・ スウェーデンは、保護者のいない未成年者が成人する際の移行支援措置を提供している。未成年者は、成人への移行前、移行中、および/または移行後に利用できるさまざまな支援の組み合わせから恩恵を受けられる。彼らには、成人への移行に備えて自立を促すために支援付きの宿泊施設が提供される。子どもは、できる限り親類縁者や里親のもと、あるいは専門スタッフのいる小規模のスタッフ付き住宅に収容される。
・ スウェーデンは脱施設化を積極的に進め、一般家庭で自立した生活を送る機会と支援を与えてきた。パーソナル・アシスタンスは、障害のある人が施設に強制的に収容されることなく、社会の他の人々と同じように生活することを可能にするため、自立した生活を発展させる上で中心的な役割を担ってきた598。

改善すべき事項
・ 脱施設化は完了したと報告されている。しかし、地域に密着したサービスの中には施設化されているものもあるようである。また、パーソナル・アシスタンスを受けながら自宅で生活するよりも、居住ケア（小規模で地域に根ざしたものではあるが）に入所する人が増える傾向には注意が必要である。他の北欧諸国で見られるようになった再施設化が起こらないよう、スウェーデンは地域密着型サービスの性格と質を監視し続けることが、まぎれもなく重要である。
・ パーソナル・アシスタンスを利用する人が減り、居住ケアを提供される人が増えるという明らかな傾向の理由は必ずしもわかっていないが、一般的には、適切で手ごろな価格の住宅が不足していることが問題の一因と考えられる。ホームレスや低所得者だけでなく、障害のある人々にとっても、住宅戦略や、手頃な価格の住宅や社会的住宅の開発、賃貸住宅や住宅購入計画のサポートに焦点を当てることが今後重要になるだろう。

――――――――――――――――――――――
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